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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期

決算年月 令和３年３月 令和４年３月 令和５年３月 令和６年３月 令和７年３月

売上高 （千円） 6,233,729 6,491,109 6,930,650 7,194,045 7,902,467

経常利益 （千円） 397,228 499,027 478,220 434,442 530,556

親会社株主に帰属する当期純利益 （千円） 285,490 353,221 337,657 327,407 397,887

包括利益 （千円） 400,708 299,053 326,307 414,296 464,053

純資産額 （千円） 2,335,993 2,585,381 2,851,747 3,197,640 3,580,184

総資産額 （千円） 3,677,878 3,968,351 4,302,706 4,748,342 5,136,835

１株当たり純資産額 （円） 1,150.37 1,272.43 1,402.74 1,570.56 1,758.49

１株当たり当期純利益 （円） 140.71 173.90 166.17 160.96 195.43

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） 139.37 172.13 164.60 159.53 193.53

自己資本比率 （％） 63.5 65.2 66.3 67.3 69.7

自己資本利益率 （％） 13.2 14.4 12.4 10.8 11.7

株価収益率 （倍） 10.16 9.16 9.15 9.78 8.95

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 157,958 393,882 404,039 429,185 482,558

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △63,240 △73,720 △81,190 △27,031 △10,644

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △139,171 △49,560 △59,904 △68,324 △81,559

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 2,045,720 2,316,321 2,579,265 2,913,095 3,303,448

従業員数 （人） 637 657 654 694 731

（注）１．平均臨時雇用者数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略して

おります。

２．令和４年11月26日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、第40期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当た

り当期純利益を算定しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期

決算年月 令和３年３月 令和４年３月 令和５年３月 令和６年３月 令和７年３月

売上高 （千円） 6,050,650 6,261,451 6,700,699 6,922,719 7,597,622

経常利益 （千円） 387,568 481,899 465,460 407,032 516,548

当期純利益 （千円） 278,049 341,566 330,023 306,843 389,771

資本金 （千円） 401,922 402,473 403,023 404,398 404,398

発行済株式総数 （株） 1,015,400 1,016,000 2,033,200 2,036,200 2,036,200

純資産額 （千円） 2,295,222 2,525,038 2,787,116 3,109,275 3,399,668

総資産額 （千円） 3,540,546 3,811,005 4,149,659 4,557,902 4,978,181

１株当たり純資産額 （円） 1,130.30 1,242.73 1,370.95 1,527.16 1,669.82

１株当たり配当額
（円）

50 60 35 40 50

（うち１株当たり中間配当額） (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 （円） 137.04 168.16 162.41 150.85 191.44

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） 135.74 166.45 160.87 149.51 189.58

自己資本比率 （％） 64.8 66.3 67.2 68.2 68.3

自己資本利益率 （％） 13.1 14.2 12.4 10.4 12.0

株価収益率 （倍） 10.43 9.47 9.36 10.43 9.14

配当性向 （％） 18.2 17.8 21.6 26.5 26.1

従業員数 （人） 620 640 638 677 712

株主総利回り （％） 116.3 131.8 128.8 136.3 154.4

（比較指標：配当込みTOPIX） （％） (142.1) (145.0) (153.4) (216.8) (213.4)

最高株価 （円） 4,360 3,700
1,591
(3,320)

1,718 1,752

最低株価 （円） 2,410 2,825
1,429
(2,626)

1,402 1,465

（注）１．平均臨時雇用者数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略して

おります。

２．令和４年11月26日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、第40期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当た

り当期純利益を算定しております。

３．最高株価及び最低株価は令和４年４月４日より東京証券取引所スタンダード市場におけるものであり、それ

以前については東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

４．令和４年11月26日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第42期の株価につきま

しては、株式分割後の最高株価及び最低株価を記載しており、（　）内に株式分割前の最高株価及び最低株

価を記載しております。
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２【沿革】

昭和56年11月 コンピューターマネージメント株式会社を大阪市西区に設立（資本金300万円）

事務処理用のソフト開発（現在のゼネラルソリューションサービス）を開始

昭和59年４月 東京出張所を東京都北区に開設

昭和60年４月 本社分室を大阪市西区に開設

昭和61年９月 大阪本社及び本社分室を大阪市北区に移転し、統合

昭和61年10月 東京出張所を東京都港区に移転

昭和62年９月 東京出張所を東京都台東区に移転し、東京営業所とする

昭和62年11月 松山営業所を愛媛県松山市に開設

平成５年６月 大阪本社を大阪市港区に移転

平成８年９月 松山営業所を四国営業所とする

平成９年２月 仙台営業所を仙台市宮城野区に開設

平成11年７月 東京営業所を東京都千代田区に移転し、東京支店とする

平成13年３月 通商産業省（現経済産業省）「システムインテグレーター（注１)登録企業」となる

社団法人情報サービス産業協会加盟

平成15年４月 東京支店を東京本社とする

ERP事業部を立ち上げ、現在のERPソリューションサービスを開始

平成16年７月 高松出張所を香川県高松市に開設

平成17年４月 プライバシーマーク制度（注２)に係る認証取得

平成17年11月 東京本社を東京都港区に移転

平成19年８月 高松出張所を四国営業所に統合

平成21年５月 ISO27001（注３)の認証取得

平成22年５月 東京本社を東京都中央区に移転

平成23年１月 仙台営業所を仙台市青葉区に移転

平成23年４月 インフラ事業部を立ち上げ、現在のインフラソリューションサービスを開始

平成24年３月 ノックス株式会社を100％子会社化

平成24年11月 東京本社を東京都千代田区に移転

平成29年２月 ISO9001（注４)の認証取得

平成29年８月 広島オフィスを広島市中区に開設

平成30年７月 BPOセンターを大阪市港区に開設

平成30年11月 高松オフィスを香川県高松市に開設

平成31年２月 福岡オフィスを福岡市中央区に開設

令和２年３月 東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に株式を上場

令和２年６月 東京開発センターを東京都千代田区に開設

令和４年４月 東京証券取引所スタンダード市場に移行

令和４年７月 大阪本社を大阪市北区に移転

令和５年３月 四国営業所を現所在地へ移転

令和６年10月 代表取締役社長に竹中英之が就任

 

（注）１．システムインテグレーター（SIer）とは、企業情報システム構築において、顧客企業の業務内容を分析し、情

報システムの企画・立案、基本設計、プログラムの製造、ハードウエア・ソフトウエアの選定・導入、完成し

たシステムの保守・運用までの一連の業務を請け負う事業者のことを意味しております。

２．プライバシーマーク制度とは、日本産業規格「JIS Q 15001個人情報保護マネジメントシステム－要求事項」

に適合して、個人情報について適切な保護措置を講ずる体制を整備している事業者等を評価して、その旨を示

すプライバシーマークを付与し、事業活動に関してプライバシーマークの使用を認める制度であります。

３．ISO27001とは、国際標準化機構（ISO）が企業・組織の活動に係る情報資産のセキュリティリスクを低減し、

発生を予防するためのセキュリティ管理の要求事項を制定した国際規格で、信頼性が高い情報システム管理体

制を確立・実施する企業等に対して認証が付与されるものであります。

４．ISO9001とは、国際標準化機構（ISO）が制定した国際規格で、企業等が製品やサービスの品質保証を通じて、

顧客満足度向上と品質マネジメントシステムの継続的な改善を実現するための規格であります。
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３【事業の内容】

当社グループは、顧客の経営課題に対し最適なシステムソリューションを提供する独立系ITトータルソリューショ

ンプロバイダーであり、当社および連結子会社１社により構成されております。近年、DXの推進やサイバーセキュリ

ティ対応の重要性が高まる中、AI、クラウドネイティブ、ノーコード・ローコード等の先進技術の普及により、情報

サービス産業における技術革新のスピードは一層加速しております。こうした市場環境の変化を踏まえ、当社グルー

プでは、クラウド活用、AI、BI（ビジネスインテリジェンス）、業務自動化ツール等多様な分野において、顧客ニー

ズに応じた柔軟な提案と、確実な遂行体制に基づいたシステムソリューションサービスを提供しております。当社グ

ループは、システムソリューションサービスの単一セグメントでありますが、事業領域を「ゼネラルソリューション

サービス」、「インフラソリューションサービス」、「ERPソリューションサービス」の３つのサービスラインに区

分しております。各サービスラインの概要及び特徴は、以下のとおりであります。

 

(1）ゼネラルソリューションサービス

当社事業における中核となるサービスであり、金融業（銀行・保険・証券）、産業・流通業、公共分野、医療

分野、教育分野等の幅広い分野において、顧客であるエンドユーザーや国内ITメーカー、大手SIerからの受託開

発、運用保守を中心に行っております。当社グループは情報システムの企画から設計、構築、運用保守業務、

BPOサービス業務までの工程をすべて手掛けており、一括したサービスを提供しております。また、IT人材不足

やデジタル化を背景に需要が拡大しているノーコード・ローコードツールや経営戦略の意思決定に直結するBI

ツールなど様々なソリューションを提供しております。

 

(2）インフラソリューションサービス

特定の業種に偏ることなく、顧客のITシステム基盤となるサーバー等のハードウエア導入をはじめ、ネット

ワーク、データベース、アプリケーション基盤等といったシステムインフラ全体の設計、構築等を行うととも

に、その後の運用や保守までの一連のサービスを提供しております。特にAWSなどのクラウドサービス導入支援

に力を入れており、Kubernetes等の仮想化・コンテナ技術にも対応した先進的なインフラ構築サービスを展開し

ております。顧客の情報システム部門の立ち上げ支援及びセキュリティ化支援等のコンサルティングサービスか

ら運用支援までワンストップでサービスを提供しております。

 

(3）ERPソリューションサービス

ERPソリューションサービスは、SAPジャパン株式会社（注１)が提供する大企業向けSAP S/4HANA及び中小企業

向けGROW with SAP、更にビジネスエンジニアリング株式会社（注２）の製造業向けERPであるmcframeを中核と

した導入支援、カスタマイズ、アドオン開発、保守、運用、BPOサービス業務までのワンストップでサービスを

提供しております。連結子会社のノックス株式会社では、株式会社オービックビジネスコンサルタントとの契約

に基づき、奉行シリーズの製品販売・導入支援及びアドオン開発を主として、各種サービス、連携ソリューショ

ンを提供しております。

 

（注）１．SAPジャパン株式会社は、ERPパッケージ等で知られるソフトウエア会社SAP社の日本法人であります。

２．ビジネスエンジニアリング株式会社は、製造業向けERPパッケージmcframeを開発・提供する独立系ソフ

トウエア会社です。
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［事業系統図］

当社グループの主要なサービスライン別に、当社グループと顧客等との関連を系統図で示すと、以下のとおりで

あります。

（注)連結子会社

 

４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業
の内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

ノックス株式会社

（注）
大阪市福島区 35,000

ERPソリュー

ションサービス
100.0

当社サービスの一部委託

経営管理

運営管理

役員の兼任 ３名

（注）「主要な事業の内容」欄には、サービスライン区分の名称を記載しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 令和７年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

開発部門 667

営業部門 36

管理部門 28

合計 731

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び嘱託契約の従業員の数）は、従業員数の

100分の10未満であるため、記載を省略しております。

２．当社グループは、システムソリューションサービスの単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省

略し、事業部門別に記載しております。

 

(2）提出会社の状況

   令和７年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

712 38.5 7.4 5,073,985

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しており

ます。

２．当社は、システムソリューションサービスの単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略してお

ります。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 
(3）労働組合の状況

当社グループの労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。
 

(4）管理職に占める女性従業員の割合、男性従業員の育児休業取得率及び従業員の男女の賃金の差異

① 提出会社

当事業年度

管理職に占める女性
従業員の割合（％）

（注）１

男性従業員の育児
休業取得率（％）

（注）２

従業員の男女の賃金の差異（％）
（注）１、３

全従業員 正規雇用従業員
パート・有期従業

員

13.3 83.3 75.4 77.0 50.1

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

であります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規

定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」（平成

３年労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものであります。

３．男女の賃金差につきましては、賃金制度上の男女間賃金格差はないものの、女性管理職比率が低いことや、

女性で育児等に伴う短時間勤務従業員が多いこと等で、格差が生じております。

 

② 連結子会社

連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び「育児休

業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定による公表

義務の対象ではないため、記載を省略しております。

 

EDINET提出書類

コンピューターマネージメント株式会社(E35466)

有価証券報告書

 7/93



第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）経営方針

当社グループは、ソフトウエアという無形の財産を世に送り出している企業であります。現在のような高度情報化

社会において、ソフトウエアは武器にもなれば、平和を守るための道具にもなります。真に社会に役立つ結果を導き

出すのは、豊かな人間性に他なりません。従業員一人ひとりがこの想いを胸に、人格を高めることで、より社会に必

要とされる企業に成長することが当社グループの望みでもあります。

そして、自ら行動を起こし、常に本質を追求する姿勢を持ち、積極的なソリューションビジネスを展開し、株主、

取引先、従業員といった全てのステークホルダー及び社会に貢献することが当社グループの使命であると考えてお

り、これらを具現化するため当社は、社是を「人間性の追求」と定めております。

また、当社は、以下の３つの経営理念を定め、社是と共に従業員に浸透させております。

一、現状打破の経営　　常にステップアップをめざし、現状に甘えず、チャレンジしていく精神が人格を高め、良

い商品を世に送り出すことにつながります。

一、率先垂範の経営　　情報産業のパイオニアとして、業界を代表し、さらには日本を代表する企業となるため、

従業員一人ひとりが率先して経営を考えます。

一、誠心誠意の経営　　常に「真」を求める「誠」の精神で経営を推し進めることが社内においても、社外に対し

ても、厚い信頼を得ることにつながります。

 

(2）経営戦略等

① 当社グループの経営上の強み

当社グループは、特定のメーカーや系列資本に属さない独立系のITトータルソリューションプロバイダーである

ことから、製品やサービスの選定において柔軟性が高く、顧客の課題や要望に応じて最適な製品・技術の提案や、

他社との業務提携を含めた対応が可能であります。更に、売上高の約７割を取引年数10年以上の顧客で構成し、特

定産業の好況・不況の波や技術トレンドの変遷といった外部環境の影響を受けにくく、長期的かつ安定的な顧客基

盤を有していることにより、高い経営の安定性を確保するとともに、中長期的な成長が見込める事業ポートフォリ

オを構築しております。また、従業員の採用、教育に関し積極的に投資を行っており、地方展開による現地の優秀

な人材の確保や、採用した従業員については階層別研修、ITスキル研修、選抜研修の３つの研修を実施し、質、量

を伴った動員力の確保を実現しております。

事業としては、ゼネラルソリューションサービス、インフラソリューションサービス、ERPソリューションサー

ビスを展開し、売上の約半数を継続案件や運用・保守等が占めており、安定的な収益基盤を確立していると認識し

ております。

事業拠点については、大阪、東京、四国（松山、高松）、仙台、広島、福岡に置いており、全国規模でのサービ

ス提供が可能であります。

財務基盤については、安定的な利益の積み上げを実現していることや、保有固定資産が少額であり、重大な評価

損の発生リスクが小さいこと等から、健全であると考えております。

 

② 当社グループの経営上の弱み

当社グループは中堅規模の独立系ITトータルソリューションプロバイダーとして、関西圏を中心に一定の実績と

取引基盤を有しておりますが、首都圏においては企業としての認知度が相対的に低く、ネームバリューやブランド

イメージを求めるエンドユーザーや求職者へのアピールにおいて、競合他社に比べて不利となる局面があります。

そのため、首都圏ではエンドユーザーとの直接取引の比率が低く、コンサルティングやシステム開発の上流工程と

いった高付加価値案件の受注機会が限られており、収益性の向上に課題が残っております。加えて、全社的にも常

駐型案件の割合が依然として高く、その結果利益率を押し下げる一因となっております。

また、ビジネスパートナー（以下「BP」という）は増加傾向にあるものの、令和７年３月期における当社グルー

プの外注費率は同業他社と比較して低く、プロパー従業員に頼る構造となっております。

 

(3）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループは、動員力の強化に基づく更なる業容拡大を図り、高い成長性及び収益性を確保する視点から、期末

人員数、BP平均人員数、非稼働人員の労務費額を重要な経営指標と捉えております。
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(4）経営環境

当社グループが属する情報サービス産業におきましては、企業のIT投資意欲が堅調に推移しており、全産業におい

て生成AIの活用、DXの推進、クラウドサービス導入といった取組みが加速しました。ソフトウエア投資は前連結会計

年度に引続き増加基調を維持し、当業界全体として安定的な成長を見せております。

このような状況の下、当社グループにおきましては、こうした市場動向を的確に捉え、生成AIの活用やアライアン

スパートナーとの連携強化、伴走型支援サービスのリリースといった取組みを積極的に展開いたしました。また、ゼ

ネラルソリューションサービス、インフラソリューションサービス、ERPソリューションサービスの3つの主要サービ

スラインにおいて全国規模での提案活動を強化し、既存顧客への深耕と新規顧客開拓の両面で、事業領域の拡大を

図っております。今後も引続き、堅調な受注と収益確保のため、営業力の強化による顧客基盤の拡大、サービス提供

力の向上、動員力強化（積極的な人材採用・育成・定着、BPの増員）を重点課題として取組んでまいります。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当社は、「人間性の追求」の社是の下、更なる事業収益の拡大を図ることにより、持続的かつ飛躍的な成長と、よ

り強固な経営基盤を確立すべく、以下の事項を重要課題と捉え、その対応に引続き取組んでまいります。

 

① 既存の事業分野の更なる強化

顧客ニーズ及びITサービスの多様化が進み、競争が一層激化する中、当社グループが持続的に業容を拡大してい

くためには、高い専門性に基づく付加価値の創出と、他社との差別化が不可欠となっております。当社グループが

展開する3つの主要ソリューション領域において、これまで培ってきた業界知識・業務ノウハウ・技術力を最大限

に活かしつつ、地域にとらわれないリソースの柔軟な活用と提案力の強化を推進してまいります。更に、当社グ

ループならではの強みを活かしたワンストップ型の付加価値ソリューションの開発・展開を加速させることで、既

存事業モデルの構造変革に取組むと同時に、顧客価値の向上を通じて競争力を強化し、より広範な業容拡大を目指

してまいります。

 

② 新たな成長分野への展開

デジタル化やクラウド化、DXの加速を背景に、デジタル分野の市場は大きく成長しており、顧客ニーズも一層高

まっております。当社グループでは、この分野を新たな成長事業の柱と位置づけ、専門チームを立ち上げて先進技

術の研究開発に注力しており、その成果をもとに顧客にとって高付加価値な提案の実現を図っております。また、

ビジネスパートナーとのアライアンス強化をさらに加速することで、外部の技術・サービスと当社の業界知識・技

術力、研究開発の知見を組合わせた、デジタル社会に対応した付加価値の高いソリューションの創出を推進してま

いります。今後も技術革新を追求し、多様化する顧客ニーズに応えながら、当社グループの競争力と価値を高め、

新たな強みとするべく取組んでまいります。

 

③ 優秀な人材の確保と育成

当社グループが持続的に業容を拡大していくためには、優秀な人材の確保・育成及び定着が重要な経営課題で

す。情報サービス産業においては慢性的な人材不足が続いており、今後も労働人口の減少が見込まれる中、人材競

争力の強化が求められています。当社では、積極的な採用活動に加え、従業員一人ひとりが変化の激しいIT技術・

ビジネス環境に柔軟に対応できるよう、リスキリングやスキルアップ支援に力を入れております。また、マネジメ

ント層の強化による組織力・ガバナンスの向上、健康経営の実践による従業員満足度の向上にも取組んでおり、人

的資本経営の視点から、より働きがいのある環境づくりを通じて優秀な人材の定着率向上を図ってまいります。

 

④ プロジェクトマネジメント力の強化と品質の向上

顧客との取引を安定的に継続、拡大し、適正な利益を確保するためには、顧客満足につながる品質の確保と優れ

たプロジェクトマネジメント力が不可欠です。当社グループでは、安定した品質提供の実現に向けて、従業員のプ

ロジェクトマネジメント力強化を重要課題と位置づけ、教育研修の十分な予算を確保するとともに、プロジェクト

マネージャーの育成と資格取得の推進にも取組んでおります。また、技術統括部がプロジェクトマネジメントオ

フィスとして中心的な役割を担い、個別プロジェクトの支援や開発標準の策定を通じて、全社的な品質管理と品質

向上を進めております。今後も、プロジェクト遂行力と品質の更なる向上を図ってまいります。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

気候変動などの環境問題や人権問題はさらに深刻さを増しており、社会からの要請はますます高まっております。

当社グループは人間性の追求の社是の下、サステナビリティに対する取組みに注力しております。社是、経営理念を

実践することを通じて従業員一人ひとりの自己成長と企業成長を実現してまいります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）ガバナンス（サステナビリティ推進体制）

当社グループは、サステナビリティの対応を経営上の重要課題として認識し、経営企画室を主管部所として環

境保全及び社会貢献活動を推進しております。また、取締役会及び経営会議において、サステナビリティに関す

る活動状況の報告や課題に関する議論を行うことで、より効果の高いサステナビリティ推進活動を目指しており

ます。なお、取締役会は、報告をもとにリスク及び機会に対する取組みに関し、進捗状況の監督と必要な助言を

行っております。

具体的な取組み方針として、第七次中期経営計画（2024年～2026年）のサステナビリティ戦略において、以下

の取組みを掲げております。

① 気候変動への対応

a．自社のCO₂排出量の把握

b．KPI（CO₂削減目標）の設定、達成策の実行

② ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン

a．女性活躍に関するKPIの達成

b．高齢者活躍に関するKPIの達成

c．障がい者活躍に関するKPIの達成

d．グローバル人材活躍に関するKPIの達成

 

(2）戦略

当社グループが向き合うマテリアリティ（重点課題）につきましては、以下４つの重点テーマを定め、2030年

までの目標をそれぞれ設定し、目標達成に向け具体的施策を実施してまいります。

当社が特定したマテリアリティ、取組方針、2030年までの指標・目標をまとめた概念図は以下のとおりであり

ます。
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① 気候変動への対応

世界各地で地球温暖化を始めとする異常気象が発生しており、国内においても局地的豪雨や猛暑のような異

常気象が頻繁に発生しております。当社グループは、この課題解決に対処するため、エネルギーの省力化、資

源の再利用及び廃棄物の削減など、脱炭素社会を目指す行動を取るとともに、従業員一人ひとりにおいても責

任ある行動を積み重ねて貢献いたします。

当社グループの事業は、直接CO₂を排出する事業でないため、従来、温室効果ガスの自社排出量の把握を

行っておりませんでしたが、今後は自社排出量（Scope1、Scope2）の実績把握と、将来の削減目標を定め、環

境に配慮した責任ある行動を取るべく、以下の行動を積極的に推進いたします。

a．クールビズ・ウォームビズを始め、空調設備の節電を実施するなどして、エネルギーの省力化に努めま

す。

 

b．社内会議はできるだけ移動の伴わないWEB会議とし、資料はペーパーレスを基本とし、また、コピーが必要

な場合においては、用紙には再生紙を利用するなどして、資源の節約や再利用に努めます。

 

c．廃棄物の削減を基本とし、電子機器等を廃棄する際には必要な処置を取った上でリサイクルを実施するな

どして、資源の再利用や廃棄物の削減に努めます。

 

d．当社グループは、多様な立場の関係者から構成される「ＯＳＡＫＡゼロカーボン・スマートシティ・ファ

ウンデーション」に参画しております。当ファウンデーションは、地球規模の課題であるエネルギー・環境

問題について、多様な立場の会員同士が連携して、大阪から率先して脱炭素に貢献する広範な活動を行うこ

とにより、SDGsの推進及び環境と調和した取組みによる持続可能な経済社会の実現に寄与することを目的と

しております。ゼロカーボン社会の実現は世界の潮流となっておりますが、今後当社グループとして何がで

きるか模索しながら対応いたします。

 

② ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンへの対応

当社グループで700名以上の従業員が働いており、従業員一人ひとりが最も重要な経営資源のひとつである

と認識しております。また、中長期的な企業価値の向上のためには、従業員それぞれが持つ個性や価値観など

の多様性こそが重要な要素となり、従業員一人ひとりが互いを尊重し合うとともに、最大限の力が発揮できる

ように、ダイバーシティを推進しております。当社グループは、中長期的な企業価値の向上のためには、性

別、国籍、年齢、人種及び障がいの有無等にかかわらず多種多様な視点や価値観を取入れることが重要である

との考えの下、ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンへの対応を以下のとおり推進いたします。

a．女性

国内における労働人口が減少していくと予想されている状況の中、女性が能力を発揮し活躍できる職場環

境を整備することが重要であるとの認識の下、適切な職場環境づくりに努めます。また、本人の適性や希望

も踏まえつつ、キャリア形成や能力開発等、女性が職場で活躍できるように施策を推進いたします。

 

b．LGBT

従業員一人ひとりの多種多様な価値観を活かし、LGBT等の違いに関係なく能力を発揮し活躍できる職場環

境づくりに努めます。

 

c．グローバル人材

当社グループは、事業のグローバル化を見据え、国際的な人材の採用に積極的に取組んでおります。ま

た、能力を発揮し活躍できる職場環境づくりに努めます。

 

d．高齢者雇用の推進

当社はこれまで、定年後の65歳までの継続雇用制度を導入しておりましたが、令和７年４月より、定年を

65歳に延長いたしました。ベテラン従業員が正社員として長く活躍できる環境を整えることで、働く意欲や

組織への貢献意識が高まることにより、今後も一人ひとりが能力を発揮し、年齢に関係なく活躍できる職場

づくりを推進してまいります。

 

e．障がい者雇用の推進

当社グループは、障がい者の方が心地よく働くことができる職場環境づくりに努めます。
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f．育児・介護支援

当社グループは、社長名で育児・介護支援に関する方針を発信し、従業員の育児休業、介護休業の取得を

支援しております。特に男性従業員の育児休業取得推進に注力しており、対象となる男性従業員に対し、個

別に育児休業制度の周知、当社の育児休業取得支援方針の周知を行い、積極的に育児休業取得の奨励を行っ

ております。その結果、当事業年度の男性従業員の育児休業取得率は83％を達成しております。

「育児・介護支援に関する方針」

次世代の社会を担う子どもを安心して産み、育てられる職場環境をつくることは、企業に求められる基

本的な役割の一つであると考えております。従業員が仕事と育児を両立しつつ、その能力を十分に発揮で

きる職場環境づくりに積極的に取組んでまいります。

 

③ 人的資本経営

当社グループは、「人への投資」として、従業員をコストではなく資本として捉え、人材育成を行うこと

で企業価値や生産性を向上させることを目指し、従業員のスキルアップやリスキリング、ワークライフバラ

ンスの充実、職場環境の整備を含めた多様な働き方などを以下のとおり推進してまいります。

 

a．時短及び有給休暇取得の推進によるワークライフバランスの向上

当社グループは、従業員のワークライフバランスを向上させるため、平均時間外労働時間の圧縮に注力し

てまいりました。具体的な施策としては、３６協定の時間外勤務上限の段階的引き下げ、ノー残業デーの制

定、運用、時間外労働の見える化推進（サービス残業の撲滅）等を実施いたしました。

また、有給休暇の取得推進につきましては、全従業員に法定取得義務日数を上回る取得努力義務日数を設

定し（令和６年度は９日間）取得を推進することに加え、休日の狭間については有給休暇取得奨励日を設定

し、従業員が有給休暇を取得しやすい環境を構築しております。

上記の結果、平均時間外労働時間については10年前と比較し約10時間の短縮、有給休暇の取得率につきま

しては、約24ポイント増加しております。

 

 

b．ウェルビーイング経営の推進

当社グループは、ウェルビーイング経営を推進することにより、従業員の「心」と「身体」が健康で、

「ワークライフバランス」を取りながら「従業員満足度」と「エンゲージメント」を高め、幸福で活き活き

として働ける環境づくりを目指しております。その結果、生産性向上、退職者及び休職者の低減、企業イ

メージアップを図り、当社グループの業績や企業価値が向上し、優秀な人材の確保や定着が図れるものと考

え、以下のウェルビーイング経営の具体的な施策を推進しております。

(a) 健康推進

(b) エンゲージメントの向上

(c) ワークライフバランスの充実

(d) メンタルヘルス対策

(e) 福利厚生の充実

 

c．従業員のスキルアップ支援
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当社グループは、人材を単なるコストや労働力ではなく、投資対象の資本として捉えております。優秀な

人材を育成することで、企業全体の価値を向上させ、投資家の注目を集めることができると考え、従業員の

教育研修に力を入れております。

具体的な取組み方針として、第七次中期経営計画（2024年～2026年）のリソース戦略において、以下の取

組みを掲げております。

(a) 階層別研修の強化

ⅰ ヒューマンスキル研修の更なる充実　→頻度、対象人数の拡充を図る

ⅱ 定年延長を踏まえたリスキリングの実施　→対象者を55歳以上で検討中、第45期実施開始を目指す

(b) 技術研修の強化

ⅰ 技術研修専担部所の創設（キャリア採用室）

ⅱ 技術研修予算の拡大

ⅲ ポテンシャル採用時の技術研修体制の確立

ⅳ 自社での技術教育要員の採用検討

 

当社グループの教育体系は階層別研修、ITスキル研修、選抜研修の３つに区分しております。

(ⅰ) 階層別研修

階層別研修とは、従業員を階層ごとにわけ、それぞれに異なる内容の研修を受講させることです。当社

グループでは、階層を「内定者」「新入社員」「２年目社員」「若手・中堅社員」「女性社員」「新任

リーダー」「係長」「新任課長」「新任部長」「役員」などに区分し、各階層に要求する主にヒューマン

スキルやキャリア形成に関する教育研修を実施しております。階層別研修を実施する目的は、各役職や立

場で必要なスキルや、仕事に取組む姿勢を身につけさせることであります。

 

(ⅱ) ITスキル研修

現在担当している業務についての最新技術に関する研修、今後担当する新たな業務に関する技術研修、

新しい分野の技術研修など、開発言語、アプリケーション、データーベース、ネットワーク、プロジェク

トマネジメント等の分野を主に社外の講習会に参加させ、会社の技術水準の向上に努めております。

 

(ⅲ) 選抜研修

SAPコンサル認定、AWS認定等、当社グループが行う事業を遂行するに当たり必要な技術について対象者

を選抜して教育研修を行い、資格認定等を取得しております。

 

上記の取組みにより、当連結会計年度の教育研修費は47,927千円となり前期比71.6％増加となりました。

 

 
 

(3）リスク管理

当社グループは、財務、品質、災害、情報セキュリティ等経営に重大な損失を与えるおそれのあるリスクにつ

いては、リスク管理規程の制定及びリスクマネジメント・コンプライアンス委員会を設置し、リスク管理体制を
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整備しております。なお、不測の事態が生じた場合には、代表取締役社長指揮下の対策本部を設置し、損失の最

小化を図るため、適切な方法を検討し、迅速な対応を行うこととしております。加えて、監査役会及び内部監査

室は各部所のリスク管理状況を監査しております。取締役会は適宜リスク管理体制を見直し、問題点の把握と改

善を行っております。また、サステナビリティに関するリスク管理につきましては、経営企画室を主管部所とし

て各種リスクを分析し、必要に応じて取締役会及び経営会議に報告され、その対処方針を審議・決定しておりま

す。

各マテリアリティ別のリスクと機会については以下のとおりであります。

 

① リスク

項目 リスクの内容

気候変動

１．規制対応コストの増加（TCFD開示、炭素税の導入、カーボンクレジットの購入等）

２．サプライチェーンの混乱（異常気象により、データセンターやハードウエア製造工

程に支障が出る懸念）

３．レピュテーションリスク（気候変動への無関心が企業価値を損ない、投資家や顧客

から信用を失う）

ダイバーシティ・

エクイティ＆イン

クルージョン

１．多様性不足による競争力低下（多様な視点が欠如すると、グローバル展開や新規

サービスの創出に支障）

２．社内摩擦やハラスメント（インクルーシブな文化が不十分な場合、職場内でトラブ

ルが発生する可能性）

３．国際市場での評価低下（Ｄ・Ｅ＆Ｉへの無関心は、グローバルパートナーからの信

頼低下につながる）

人的資本経営

１．スキルミスマッチ（従業員のスキルアップが追いつかないと、先進技術（AI、クラ

ウド等）対応に遅れが生じる）

２．エンゲージメントの低下（育成や評価が不十分な場合、離職率が上がり、人材流出

が企業力を損なう）

３．情報開示の遅れ（人的資本開示（ISO30414など）に対応しないことで、投資家・市

場からの評価が下がる）

品質・情報セキュ

リティ

１．サイバー攻撃の脅威（IT企業は標的になりやすく、漏洩やシステム停止など大きな

被害に直結）

２．情報漏洩による信用失墜（人的、物的エラーからくる情報漏洩は顧客の信用を失う

要因となる）

３．品質不良による信用失墜（ソフトウエアのバグやトラブル対応の遅れは、顧客信頼

の喪失につながる）

 

② 機会

項目 機会の内容

気候変動

１．グリーンITの推進（クラウドや省電力システム導入等の環境配慮型ビジネスの推

進）

２．環境関連ソリューションの提供（気候データ解析やESG可視化ツール、環境負荷シ

ミュレーションなど、ITの強みを活かした新規事業展開）

ダイバーシティ・

エクイティ＆イン

クルージョン

１．多様性によるイノベーション（年齢・性別・国籍・障がいなど多様な背景が新たな

視点を生み、商品開発力を向上）

２．優秀人材の確保（インクルーシブな職場環境は、働きやすさや定着率向上に直結）

３．企業価値の向上（ESG投資家や取引先からの評価が高まり、レピュテーションを強化

できる）

人的資本経営

１．従業員の成長が競争優位になる（リスキリング・学習支援体制により、企業全体の

イノベーション力を強化）

２．人的資本の定量化と経営連動（人材データの可視化により、戦略的配置や育成が可

能になる）

３．エンゲージメントの強化（柔軟な働き方やキャリア形成支援により、従業員満足

度・定着率向上）

品質・情報セキュ

リティ

１．セキュリティ品質が競争力になる（高セキュリティ・高信頼なサービスを提供する

ことで他社との差別化）

２．ゼロトラストやAI活用の推進（次世代セキュリティ技術やAIを活用した自動検知・

対応による業務効率化）

３．国際認証取得による信頼性確保（ISO27001、SOC2などの取得により、グローバルビ

ジネスでの信頼構築）

 

(4）指標及び目標
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上記「(2）戦略①気候変動への対応、②ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンへの対応、③人的資

本経営」において記載した人材の多様性の確保を含む人材の育成に関する方針及び社内環境整備に関する方針に

ついて、当該指標に関する目標及び実績は、以下のとおりであります。

指標 目標 実績（当事業年度）

温室効果ガスの排出量（Scope1,2） 令和12年３月期までに20％削減 105.8t

採用に占める女性の比率 令和12年３月期までに40.0％ 32.6％

従業員に占める女性の比率 令和12年３月期までに30.0％ 25.7％

管理職（課長級以上）に占める女性の比率 令和12年３月期までに30.0％ 13.3％

従業員に占める外国籍従業員の比率 令和12年３月期までに3.1％ 1.1％

従業員に占めるシニア層の比率（60歳以上） 令和12年３月期までに3.1％ 3.2％

従業員に占める障がい者の比率 令和12年３月期までに2.5％ 1.8％

育児休業の取得率 毎年度

「女性従業員」

・取得率100％

「男性従業員」

・取得率50％以上

・取得平均期間10日以上

 

「女性従業員」

・取得率100％

「男性従業員」

・取得率83.3％

・取得平均期間114.7日

月間平均残業時間 令和12年３月期までに13時間 16.6時間

有給休暇平均取得日数 令和12年３月期までに14日間 12.2日

有給休暇平均取得率 令和12年３月期までに80.0％ 71.0％

（注）１．温室ガス排出量の実績は基準年度（2022年度）の数値であります。

２．実績（当事業年度）の育児休業取得平均期間日数は、取得予定日数を含んでおります。

３．管理職に占める女性従業員の割合、男性従業員の育児休業取得率及び従業員の男女の賃金の差異につ

いての実績は、「第１企業の概況　５従業員の状況（4）管理職に占める女性従業員の割合、男性従

業員の育児休業取得率及び従業員の男女の賃金の差異」に記載しております。

４．連結ベースでの開示は困難であるため、当社における内容を記載しております。
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３【事業等のリスク】

本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあ

る事項には、以下のようなものがあります。

当社グループは、これらのリスク発生の可能性を十分に認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努

める方針ではありますが、当社株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載事項を慎重に検討した

上で行われる必要があると考えております。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり、将来に

おいて発生の可能性がある全てのリスクを網羅するものではありません。

 

(1）景気変動によるリスク

当社グループが提供するシステムソリューションサービスは、景気の影響を受けやすい傾向にあります。国内

外の経済情勢や景気動向等の理由による、顧客企業におけるシステム投資の縮小や製品開発の遅れ、事業縮小、

システム開発の内製化等により、当社グループが提供するサービスに係る市場規模が縮小される可能性がありま

す。従いまして、国内システム投資動向が悪化した場合及び当社グループの顧客が属する事業分野の市況が悪化

した場合等には、既存顧客からの受注の減少や新規顧客開拓の低迷により、当社グループの業績や財政状態に影

響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、独立系であるため特定のメーカーや系列資本の製品・サービスに限定されることなく、幅広

い提案・対応が可能であり、特定産業の好況・不況の波や技術トレンドの変遷といった環境変化に左右されにく

い安定性を保っております。

 

(2）技術革新によるリスク

当社グループが属する情報サービス産業においては、AI、クラウドネイティブ技術等の進展をはじめとして、

技術革新の速度が急速に高まっております。このような環境の中で、当社グループが技術革新の方向性を的確に

認識・予測できず、製品やサービスにおいて適時適切な対応が取れなかった場合には、顧客のニーズに対応しき

れず、競争力の低下や受注機会の損失等を招く恐れがあり、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。

当社グループは、成長事業分野への戦略的投資を継続するとともに、新技術基盤開発室を設立し生成AI等の先

端技術に関する研究・検証を進めております。また、新たなソリューション領域の開拓を通じて、事業ポート

フォリオの拡充と持続的成長の実現を図っております。

 

(3）顧客との関係継続に関するリスク

当社グループは、顧客との関係を強化し、当社グループの提供するサービスをご活用いただくことで顧客の事

業パートナーとしてあり続けることを目指しております。しかしながら、顧客のニーズや期待の変化に対応しき

れず、これらの顧客が当社グループとの取引又は契約関係を継続しない場合、当社グループの業績や財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、売上高の約７割を取引年数10年以上の顧客で構成し、長期的な安定顧客のポートフォリオを

構築しております。今後も顧客にワンストップソリューションを提供するとともに、潜在ニーズまで踏み込んだ

ソリューション提案を継続させることにより、顧客との信頼関係を更に強固に維持してまいります。

 

(4）システム開発における品質や納期遅延の問題に関するリスク

システム開発においては、顧客の要求の「高度化」と新しい技術の発展による「複雑化」が進んでおり、納期

厳守と高い品質の確保が要求されることにより、システムエンジニアの負担が増加するケースが多く、開発時間

の超過につながる可能性があります。品質や納期遅延の問題が生じた場合、プロジェクトの収支が不採算となる

だけでなく、顧客の信頼を失うことにより顧客との間でトラブル・クレームに発展し、訴訟や商流の喪失・風評

被害につながる可能性があり、当社グループの業績や財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、請負契約（成果物あり）で受注金額１百万円以上又は１人月以上の案件に関して、QMS認証部

所の部所長又は担当者から技術統括部へ毎月20日にプロジェクトの進捗状況の報告を行います。技術統括部にお

いて報告を受けた案件の進捗状況を確認し、問題点や懸念事項があれば品質委員会で報告しております。また、

請負契約（成果物あり）で受注金額３百万円以上の案件に関して、QMS認証部所の部所長又は担当者から技術統括

部へ毎月第５営業日までにプロジェクトの進捗状況の報告を行います。その後、経営会議で各担当役員から案件

の実施状況について報告があり、経営会議出席者からの意見や問題点があれば各部所長にフィードバックしてお

ります。
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(5）人材の確保及び育成に関するリスク

当社グループの成長と利益は、人材に大きく依存します。従いまして、優秀な技術者やシステムエンジニア、

管理者等、必要とする人材を採用、育成することは当社グループにとって重要であり、競合他社との人材獲得競

争に対し、このような人材を採用又は育成することができない場合、当社グループの業績や財政状態に影響を及

ぼす可能性があります。

当社グループは、従業員の定着率を向上させることが第一であると考えており、従業員満足度の向上や人材教

育の充実等の施策を実施しております。従業員満足度の向上としましては、時間外労働の圧縮、時間外労働の見

える化推進、メンター制度の導入、柔軟な所定休日の設定、育児・介護への支援等を実施しております。人材教

育の充実としましては、従業員の学習意欲に応えるために教育研修費予算を十分に確保し、階層別研修、リスキ

リングを含めたITスキル研修、選抜研修等を実施しております。

 

(6）外注管理に関するリスク

当社グループは、業務運営上必要に応じて、情報システムの構築等について外部のBPに業務を外注しておりま

す。BPの技術者の確保や技術力の水準が当社グループの要求に満たない場合、あるいは外注コストの上昇が継続

した場合には、当社グループの事業遂行に支障を来す可能性があり、業績および財政状態に悪影響を及ぼすおそ

れがあります

当社グループでは新規BPの開拓を進めるとともに、既存BPとの関係強化にも取組んでおります。具体的には、

案件情報の積極的な共有を通じた連携機会の拡大や、技術力を相互に補完し合うアライアンス体制の構築を進め

ており、BPとの多角的な協力関係の深化に努めております。

 

(7）顧客情報等漏洩のリスク

当社グループ又はBPより情報の漏洩が発生した場合は、顧客からの損害賠償請求や当社グループの信用失墜等

により、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、業務に関連して顧客や取引先等の個人情報及び機密情報を取り扱う場合があります。当社に

おいては、ISO27001やプライバシーマークの認証取得を行い、各部所担当者と管理者で構成される情報セキュリ

ティ委員会を設置し、従業員教育、各種ソフトウエアの監視、情報資産へのアクセス証跡の記録等各種の情報セ

キュリティ対策を講じ個人情報を含む重要な情報資産の管理を実施し、情報漏洩のリスクの回避を図っておりま

す。

 

(8）知的財産権について

当社グループが行うシステム開発等において、当社グループの認識の範囲外で他社の所有する著作権及び特許

権を侵害する可能性があります。このように、第三者の知的財産権を侵害してしまった場合、多額の費用負担が

生じたり、損害賠償請求を受ける等、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、知的財産管理規程に基づき、サービス等の提供前に管理部が事前に開発又は実施予定の技術

や製品が他社の特許に抵触していないかを確認する調査を行う他、弁理士などの専門家に調査を依頼することに

より、その防止に努めております。また、知的財産業務の担当部所である管理部だけでなく、知的財産保護を浸

透させるため、従業員全員に当社グループのコンプライアンスマニュアルに基づき、知的財産保護に関する従業

員教育を適宜実施しております。

 

(9）自然災害等によるリスク

台風、地震、集中豪雨等の自然災害や異常気象によるリスクは年々高まってきております。当社グループにお

いて、直接的な被害の発生や通信障害等による情報システムの深刻なトラブルの発生等により、当社グループの

業務の遂行に支障が生じた場合、当社グループの業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループは、自然災害等に備え、事業継続のためのインフラ・人員計画や対応策の優先順位について整備

する等、自然災害の発生等を想定したリスク管理体制の整備を実施しております。また、関西と関東でレプリ

ケーション構成にしており、想定外の災害が起こった場合においても被災拠点以外での業務の遂行に支障をきた

さないよう備えております。これらの対策を講じることにより、被害の最小化、当社グループの業績や財政状態

への影響を低減するよう努めております。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

（以下「経営成績等」という）の状況の概要は、以下のとおりであります。

なお、当社グループは、システムソリューションサービスの単一セグメントであるため、セグメント別の記載

を省略しております。

 

① 財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度における当社グループの業績は、企業のIT投資意欲が引続き堅調に推移する中で、生成AIの活

用、DXの推進、クラウドサービスの導入といった需要の高まりを的確に捉えた提案活動を展開し、安定的な事業

運営を維持いたしました。

当社グループでは、ゼネラルソリューションサービス、インフラソリューションサービス、ERPソリューショ

ンサービスの３つの主要サービスラインを軸に、全国規模での営業展開を強化するとともに、既存顧客との関係

深化に加え、新規顧客の開拓にも注力いたしました。また、生成AIの業務適用に向けた取組みや、アライアンス

パートナーとの連携強化、伴走型支援サービスのリリースなど、新たなサービス領域への対応を積極的に進めて

まいりました。今後も継続的な成長と収益力の向上を図るため、営業力のさらなる強化による顧客基盤の拡大、

サービス提供力の向上、動員力の強化（人材の採用・育成・定着、ならびにBPの拡充）を重点施策として取組ん

でまいります。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は7,902,467千円（前期比9.8％増）、営業利益は514,121千円（同

20.4％増）、経常利益は530,556千円（同22.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は397,887千円（同

21.5％増）と順調に推移いたしました。

 

② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ390,353

千円増加し、3,303,448千円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要

因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られた資金は482,558千円（前連結会計年度は429,185千円の獲得）となりました。これは

主に、税金等調整前当期純利益の計上額530,556千円、減価償却費の計上額24,742千円、退職給付に係る負債の

増加額30,375千円、賞与引当金の増加額20,258千円、棚卸資産の減少額38,260千円、仕入債務の増加額38,208千

円、未払消費税等の増加額42,255千円、未払法人税等の増加額23,021千円の資金増加と、売上債権の増加額

80,447千円、預り金の減少額75,025千円、法人税等の支払額122,302千円の資金減少によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、支出した資金は10,644千円（前連結会計年度は27,031千円の支出）となりました。これは主

に、有形固定資産の取得による支出6,589千円の資金減少によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、支出した資金は81,559千円（前連結会計年度は68,324千円の支出）となりました。これは主

に、配当金の支払額81,489千円の資金減少によるものであります。
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③ 生産、受注及び販売の実績

当社グループはシステムソリューションサービスの単一セグメントであるため、生産、受注及び販売の実績に

ついては、システムソリューションサービス別に記載しております。

 

a．生産実績

当社グループが提供するサービスには、生産に該当する事項がありませんので、生産実績に関する記載を省

略しております。

 

b．受注実績

当連結会計年度の受注実績をシステムソリューションサービス別に示すと、以下のとおりであります。

システムソリューションサービス 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

ゼネラル

ソリューションサービス
5,252,519 106.7 1,815,827 101.9

インフラ

ソリューションサービス
1,558,647 108.5 331,740 107.5

ERP

ソリューションサービス
1,160,817 106.4 362,833 103.3

合計 7,971,984 107.0 2,510,401 102.8

（注）金額は販売価格によっており、システムソリューションサービス間の取引については、相殺消去しております。

 

c．販売実績

当連結会計年度の販売実績をシステムソリューションサービス別に示すと、以下のとおりであります。

システムソリューションサービス
当連結会計年度

（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

前年同期比（％）

ゼネラルソリューションサービス　（千円） 5,217,850 110.0

インフラソリューションサービス　（千円） 1,535,388 107.4

ERPソリューションサービス　　　 （千円） 1,149,228 112.6

合計（千円） 7,902,467 109.8

（注）１．システムソリューションサービス間の取引については、相殺消去しております。

２．最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合について

は、総販売実績に対する割合が10％以上の販売先がないため、省略しております。

３．上記の金額には、受注制作ソフトウエア開発取引に係る販売実績592,176千円（提出会社販売実績464,574千

円）が含まれております。

 

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は、以下のとおりであ

ります。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

① 財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

当連結会計年度の経営成績は、「第２　事業の状況　４　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・

フローの状況の分析　(1) 経営成績等の状況の概要」に記載しておりますが、その主な要因は以下のとおりであ

ります。

 

経営成績の分析

（売上高、売上原価及び売上総利益）

当社グループは、市場動向を的確に捉え、生成AIの活用やアライアンスパートナーとの連携強化、伴走型支

援サービスのリリースといった取組みを積極的に展開いたしました。また、全国規模での提案活動を強化し、

既存顧客への深耕と新規開拓の両面で、事業領域の拡大を図っております。

 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は7,902,467千円（前期比9.8％増)、売上原価は5,890,772千円（同

8.4％増)、売上総利益は2,011,694千円（同14.2％増）となりました。
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また、当社グループはシステムソリューションサービスの単一セグメントでありますが、システムソリュー

ションサービス別の経営成績（売上高）の状況に関する認識及び分析は、以下のとおりであります。

 

イ．ゼネラルソリューションサービス

ゼネラルソリューションサービスにつきましては、エンドユーザービジネス、BPOビジネス、ノーコード・

ローコード開発案件の受注が拡大いたしました。特にノーコード・ローコード開発案件では、IT人材不足の

背景から需要が高まり、取引が伸長しております。また、ノーコード開発プラットフォームのSmartDB®を提

供する株式会社ドリーム・アーツとパートナーシップ契約の締結を行い、受注拡大を推進してまいりまし

た。新規サービスといたしましては、中小企業向けの伴走型支援サービス「ITあんしんサポート」の提供を

開始し、IT情報メディア「cmkPLUS」（https://plus.cmknet.co.jp/）の発信や、大規模ITイベントへの出展

により、更なる受注拡大を見込んでおります。全国リソースの活用を促進することで、受注機会の損失を回

避し、地方拠点が東京や大阪の案件に参画することで利益率の向上に繋がりました。以上の取組みにより、

ゼネラルソリューションサービスは順調に推移いたしました。

これらの結果、ゼネラルソリューションサービスの売上高は5,217,850千円（前期比10.0％増）となりまし

た。

 

ロ．インフラソリューションサービス

インフラソリューションサービスにつきましては、オンプレミスからクラウドまで、最適なサービス提供

による事業を展開しております。利益率の高い要件定義、設計等の上流工程及び自社持ち帰り案件を軸に営

業活動を行い、ITメーカーの既存顧客を中心に取引が拡大いたしました。特にAWS、Azureを中心としたクラ

ウド関連技術者の育成・資格取得を推進し、受注が順調に拡大しております。また、新規ビジネスパート

ナーとの協業体制確立、既存ビジネスパートナーとの連携深化による動員力強化も推進し、取引拡大を図り

ました。以上の取組みにより、インフラソリューションサービスは順調に推移いたしました。

これらの結果、インフラソリューションサービスの売上高は1,535,388千円（前期比7.4％増）となりまし

た。

 

ハ．ERPソリューションサービス

ERPソリューションサービスにつきましては、SAP社とパートナー契約を締結しており、双方の情報連携に

よりパートナーシップを深化させ、大企業向けSAP S/4HANAの新規導入及びアップグレード案件でエンドユー

ザーの受注が拡大いたしました。また、ビジネスエンジニアリング社とパートナー契約を締結し、製造業向

けERP生産管理パッケージシステムであるmcframeの導入支援の受注が拡大いたしました。さらに、技術者の

育成により既存契約の単価アップと規模拡大、コンサルティング案件を主とした上流工程へのシフトにより

売上が拡大いたしました。並行して、積極的な採用活動による動員力の強化も進めております。以上の取組

みにより、ERPソリューションサービスは順調に推移いたしました。

これらの結果、ERPソリューションサービスの売上高は1,149,228千円（前期比12.6％増）となりました。

 

（販売費及び一般管理費並びに営業利益）

人材採用による人件費の増加及び従業員のスキルアップ等の人材育成を積極的に行ったことによる人材投資

の増加等の計上により販売費及び一般管理費は1,497,573千円（前期比12.2％増）となり、営業利益は514,121

千円（同20.4％増）となりました。

 

（営業外損益及び経常利益）

営業外収益は、受取利息及び配当金、助成金収入等の計上により16,475千円（前期比122.8％増）となりまし

た。また、営業外費用は、雑損失の計上により39千円（同33.1％増）となりました。

これらの結果、経常利益は530,556千円（同22.1％増）となりました。

 

（親会社株主に帰属する当期純利益）

当連結会計年度において法人税、住民税及び事業税は152,220千円、法人税等調整額は△19,551千円となりま

した。これらの結果、親会社株主に帰属する当期純利益は397,887千円（前期比21.5％増）となりました。
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財政状態の分析

（資産）

当連結会計年度末における総資産は5,136,835千円となり、前連結会計年度末と比較して388,493千円増加（前

期比8.2％増）となりました。これは主に、仕掛品39,800千円、投資有価証券20,342千円、繰延税金資産14,068千

円の減少がありましたが、現金及び預金390,353千円、売掛金80,447千円が増加したことによるものであります。

 

（負債）

当連結会計年度末における負債合計は1,556,651千円となり、前連結会計年度末と比較して5,949千円増加（前

期比0.4％増）となりました。これは主に、退職給付に係る負債91,755千円、流動負債のその他に含まれる預り金

75,025千円の減少がありましたが、買掛金38,208千円、未払法人税等52,939千円、賞与引当金20,258千円、流動

負債のその他に含まれる未払金10,791千円、未払消費税等42,255千円が増加したことによるものであります。

 

（純資産）

当連結会計年度末における純資産合計は3,580,184千円となり、前連結会計年度末と比較して382,543千円増加

（前期比12.0％増）となりました。これは主に、その他有価証券評価差額金17,868千円の減少、配当金81,439千

円の支払を行った一方で、退職給付に係る調整累計額84,034千円の増加、親会社株主に帰属する当期純利益

397,887千円を計上したことによるものであります。

 

② キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

キャッシュ・フローの状況の分析

当社グループの当連結会計年度のキャッシュ・フローの分析につきましては、「第２　事業の状況　４　経

営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　(１) 経営成績等の状況の概要 ②

キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

 

資本の財源及び資金の流動性

当社グループは、安定して継続的な営業活動を行うために必要な手元流動性を確保した上で、営業活動から

生み出されるキャッシュから資金配分することを基本方針としております。

主な資金需要は、労務費、外注費並びに経費等の支払いを目的とした運転資金であります。これらにつきま

しては、基本的に営業活動によるキャッシュ・フローや自己資金を充当しておりますが、資金調達が必要な場

合には、案件の都度、金融機関からの借入による資金調達の検討を行っております。

なお、健全な財務体質の維持及び継続的な営業活動によるキャッシュ・フロー創出能力により、今後も事業

成長を確保する目的で手元流動性を高める資金調達は可能と考えております。株主還元につきましては、財務

の健全性等に留意しつつ、配当政策に基づき実施してまいります。

 

③ 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。重要な会計方針については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等（１）連結財務諸表　注記事

項 （連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）」に記載しております。

 

５【重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

コンピューターマネージメント株式会社(E35466)

有価証券報告書

21/93



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資額は総額9,947千円となりました。内容といたしましては主として、本社会議室

新規備品の購入等2,248千円であります。有形固定資産の他、無形固定資産のうちソフトウエアを含んでおります。

当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

なお、当社グループはシステムソリューションサービスの単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略

しております。

 

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

なお、当社グループはシステムソリューションサービスの単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略

しております。

 

(1）提出会社

令和７年３月31日現在
 

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数
（人）

建物
工具、器具
及 び 備 品

ソフトウエア その他 合計

大阪本社

(大阪市北区)
事務所設備 36,789 9,592 5,950 － 52,332 309

東京本社

(東京都千代田区)
事務所設備 8,735 9,563 － － 18,298 295

四国営業所

(愛媛県松山市)
事務所設備 2,176 1,197 － 396 3,770 70

仙台営業所

(仙台市青葉区)
事務所設備 262 0 0 － 262 38

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具であります。

２．事務所は全て賃借しており、年間の賃借料は191,081千円であります。

 

(2）国内子会社

令和７年３月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数
（人）

建物
工具、器具
及 び 備 品

ソフトウエア 合計

ノックス株式会社
本社

(大阪市福島区)
事務所設備 230 3,661 2,934 6,827 19

（注）事務所は賃借しており、年間の賃借料は8,098千円であります。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 6,288,000

計 6,288,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（令和７年３月31日）
提出日現在発行数（株）
（令和７年６月25日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 2,036,200 2,036,200
東京証券取引所

スタンダード市場

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株であり

ます。

計 2,036,200 2,036,200 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、令和７年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 平成31年３月７日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役　 3

当社従業員　22

新株予約権の数（個）※ 7,600

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　45,600（注）１、７

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 917　（注）２、７

新株予約権の行使期間※ 自　令和３年３月９日　至　令和11年２月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　　917　　（注）７

資本組入額　　458.5　（注）３、７

新株予約権の行使の条件※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項※
新株予約権の譲渡については、取締役会の決議による

承認を要するものとする　（注）５

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）６

※当事業年度の末日（令和７年３月31日）における内容を記載しております。提出日の前月末現在（令和７年５月31

日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日の前月末現在に係る

記載を省略しております。

（注）１．当社が株式分割（株式無償割当を含む）又は株式併合を行う場合、以下の算式により目的となる株式の数を調

整するものとする。但し、係る調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目

的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換若しくは株式移転を行なう場合又はその他

やむを得ない事由が生じた場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、合理的な範囲で調整されるものと

する。

 

２．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以下「行使

価額」という）に付与株式数を乗じた金額とする。

なお、当社が株式分割（株式無償割当を含む）又は株式併合を行う場合、以下の算式により行使価額を調整

し、１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額  ＝  調整前行使価額  ×  
1

分割・併合の比率

 

また、当社が行使価額を下回る払込価額で募集株式の発行又は自己株式の処分をする場合(新株予約権の行使

に基づく自己株式の譲渡及び株式交換による自己株式の移転の場合を除く)は、以下の算式により行使価額を

調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後

行使価額

 
＝

 
既発行

株式数
 ×  

調整前

行使価額
 ＋  

新規発行

株式数
 ×  

1株当たり

払込金額

  既発行株式数  ＋  新規発行株式数

 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとする。

さらに、上記の他、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換若しくは株式移転を行う場合

又はその他やむを得ない事由が生じた場合には、行使価額は、合理的な範囲で取締役会決議により調整される

ものとする。

 

３．本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金
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新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従

い算出される資本金など増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その

端数を切り上げるものとする。本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の

額は、上記の資本金など増加限度額から上記に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 

４．新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という）は、権利行使時において、当社の取締役、

監査役、従業員及び関係協力者、関係協力法人のいずれかの地位を保有している場合に限り、新株予約権

を行使することができる。但し、新株予約権者が任期満了により退任又は定年退職した場合、取締役会が

正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。

(2）当社の普通株式が、いずれかの金融商品取引所に上場されていること。

(3）新株予約権者が死亡した場合は、その相続人は一次相続人に限り本新株予約権を行使できるものとする。

(4）新株予約権者は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に違反した場合には行

使できない。

 

５．新株予約権の取得事由

(1）新株予約権者が権利行使をする前に、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案又は当社が完全子会社と

なる株式交換契約承認若しくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議

が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日をもって、当社は

無償で新株予約権を取得することができる。

(2）新株予約権者が権利行使をする前に、上記４．に規定する条件により権利行使できなくなった場合は、当

社取締役会が別途定める日をもって、当社は無償で新株予約権を取得することができる。

(3）新株予約権者が、新株予約権の全部又は一部を放棄した場合は、当社取締役会が別途定める日をもって、

当社は無償で新株予約権を取得することができる。

 

６．組織再編行為を実施する際の新株予約権の取扱い

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を

総称して以下「組織再編行為」という）をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残存する新

株予約権（以下「残存新株予約権」という）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第

１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という）の新株予約権を以下の条件に基

づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約

権を新たに発行するものとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、合併

契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件などを勘案のうえ、上記１．に準じて決定する。

(4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件などを勘案のう

え、上記２．で定められた行使価額を調整して得られる再編後払込金額に上記（３）に従って決定される

当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使できる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、本新株

予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

(6）新株予約権の行使の条件

上記４．に準じて決定する。

(7）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記３．に準じて決定する。

(8）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

(9）新株予約権の取得事由

上記５．に準じて決定する。

 

７．令和元年10月15日開催の取締役会決議により、普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。また、

令和４年10月17日開催の取締役会決議により、普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。これら

により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使
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により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。但し、１円未満の端数

は切り上げております。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

令和２年４月１日～

令和３年３月31日

（注）１

900 1,015,400 825 401,922 825 351,922

令和３年４月１日～

令和４年３月31日

（注）１

600 1,016,000 550 402,473 550 352,473

令和４年11月26日

（注）２
1,016,000 2,032,000 － 402,473 － 352,473

令和４年４月１日～

令和５年３月31日

（注）１

1,200 2,033,200 550 403,023 550 353,023

令和５年４月１日～

令和６年３月31日

（注）１

3,000 2,036,200 1,375 404,398 1,375 354,398

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．株式分割（１：２）によるものであります。
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（５）【所有者別状況】

       令和７年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ 1 12 21 7 － 510 551 －

所有株式数

（単元）
－ 6 327 11,501 77 － 8,437 20,348 1,400

所有株式数

の割合（％）
－ 0.03 1.61 56.52 0.38 － 41.46 100 －

（注）自己株式257株は、「個人その他」に２単元、「単元未満株式の状況」に57株含まれております。

 

（６）【大株主の状況】

  令和７年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己株
式を除く。）の総数
に対する所有株式数
の割合（％）

有限会社シー・エム・ケー 大阪市西区江戸堀１丁目４番21号 761 37.40

コンピューターマネージメント社員持

株会
大阪市北区梅田１丁目13番１号 284 14.00

株式会社ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２ 東京都豊島区南池袋２丁目９番９号 152 7.49

光通信株式会社 東京都豊島区西池袋１丁目４番10号 152 7.48

株式会社ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　３ 東京都豊島区南池袋２丁目９番９号 73 3.62

槇田　重夫 愛知県豊橋市 46 2.28

竹中　英之 東京都港区 44 2.18

竹中　利之 神戸市灘区 42 2.06

長平　由美子 大阪府岸和田市 42 2.06

亀井　友廣 岡山県新見市 24 1.22

計 － 1,624 79.80

（注）令和６年11月27日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書No.12）において、光通信株式会社

及びその共同保有者である株式会社ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２、株式会社ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　３が令和

６年11月20日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、光通信株式会社については、当社と

して令和７年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況は、株主名簿に

基づき記載しております。

なお、その大量保有報告書（変更報告書No.12）の内容は、以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

光通信株式会社 東京都豊島区西池袋１丁目４番10号 152,200 7.47

株式会社ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２ 東京都豊島区南池袋２丁目９番９号 152,500 7.49

株式会社ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　３ 東京都豊島区南池袋２丁目９番９号 54,500 2.68
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    令和７年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,034,600 20,346

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であり

ます。

単元未満株式 普通株式 1,400 － －

発行済株式総数  2,036,200 － －

総株主の議決権  － 20,346 －

（注）自己株式57株は、「単元未満株式」に含まれております。

 

②【自己株式等】

    令和７年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式の割合（％）

コンピューターマネー

ジメント株式会社

大阪市北区梅田一丁

目13番１号
200 － 200 0.01

計 － 200 － 200 0.01

（注）当社は、上記のほか単元未満自己株式57株を保有しております。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 41 70

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、令和７年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額

（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己

株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割

に係る移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（　　－　　）
－ － － －

保有自己株式数 257 － 257 －

（注）１．当期間における処理自己株式には、令和７年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

売渡による株式は含まれておりません。

２．当期間における保有自己株式数には、令和７年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取り及び売渡による株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安

定した配当を継続して実施していくことを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本方針としております。

期末配当の決定機関は株主総会でありますが、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を取締役会決議

によって行うことができる旨を定款で定めております。

当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき当期は１株当たり50円の配当を実施することを決定いたし

ました。この結果、当事業年度の配当性向は26.1％となりました。

内部留保資金につきましては、今後の事業展開及び経営基盤の強化に係る投資に充当していく所存であります。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

令和７年６月24日
101,797 50

定時株主総会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスの取組みに関する基本方針

当社グループは、継続的な企業価値の向上にはコーポレート・ガバナンスが有効に機能することが不可欠であ

ると考え、コーポレート・ガバナンスの強化及び充実に努めております。株主やその他ステークホルダーと良好

な関係を築き、社会のニーズに合った事業活動を行うことで長期的な成長を遂げていくことができると考えてお

ります。

 

② 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況等

当社は、監査役会制度を採用しており、会社法に規定する機関として株主総会、取締役会、監査役会、会計監

査人を設置しております。取締役会は、経営方針等の経営に関する重要事項並びに法令又は定款で定められた事

項を決定するとともに、取締役間の相互牽制による業務執行状況の監督を行っております。監査役会は、株主か

ら負託を受けた独立の機関として取締役の職務執行を監査することにより、企業の健全で持続的な成長を確保

し、社会的信頼に応えるガバナンス体制を確立する責務を担っております。

当社の経営組織及びコーポレート・ガバナンス体制の概要は、以下のとおりであります。
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氏名 役職名 取締役会 監査役会 経営会議
リスクマネジメント・

コンプライアンス

委員会

竹　中　勝　昭 代表取締役会長 〇 － 〇 〇

竹　中　英　之
代表取締役社長
兼社長執行役員

◎ － ◎ ◎

吉　田　　　徹
取締役兼専務執行

役員
〇 － 〇 〇

辻　下　知　充 取締役兼執行役員 〇 － 〇 〇

常　深　雅　稔 取締役兼執行役員 〇 － 〇 〇

靏　田　　　勉 取締役兼執行役員 〇 － 〇 〇

西　　　宏　章
取締役

（社外取締役）
〇 － － －

水　島　幸　子
取締役

（社外取締役）
〇 － － －

野見山　隆　史 常勤監査役 〇 ◎ 〇 〇

尾　内　啓　男
監査役

（社外監査役）
〇 〇 － －

西　村　良　明
監査役

（社外監査役）
〇 〇 － －

上　坂　誠　一 執行役員 － － 〇 〇

森　田　和　夫 執行役員 － － 〇 〇

◎：討議機関の委員長又は議長、〇：討議機関の構成員等

 

イ．当該体制を採用する理由

当社が、コーポレート・ガバナンスの体制として監査役会設置会社を採用している理由は、独立性の高い社

外取締役及び社外監査役を選任することにより、社外の視点を取り入れた適正な意思決定や業務執行に対する

監督が担保されると考えているからであります。

 

ロ．取締役会

取締役会は、取締役８名(うち社外取締役２名)で構成されており、経営方針等の経営に関する重要事項並び

に法令又は定款で定められた事項を決定するとともに、取締役間の相互牽制による業務執行状況の監督を行っ

ております。また、取締役会は毎月定期的に開催され、担当取締役より業務報告が実施されており、監査役３

名が出席して、重要事項の意思決定プロセスを常時監査できる状況を整備しております。なお、必要に応じて

臨時取締役会を開催しております。

 

ハ．監査役会

当社は、監査役会制度を採用しており、監査役会は監査役３名(うち社外監査役２名)で構成されており、各

監査役は取締役会の出席、重要な書類の閲覧等を通じて、経営全般に関して幅広く監査を行っております。各

監査役は、監査役会が定めた業務分担に従い、独立した立場から取締役の業務執行状況を監査し、また、監査

役会にて情報を共有し実効性の高い監査を効率的に行うよう努めております。

 

ニ．経営会議

経営会議は、取締役会への付議事項及び経営執行に関わる重要事項を審議・調整・決定する機関として、常

勤取締役及び執行役員で構成されております。また、経営会議は毎月定期的に開催され、意思決定の迅速化と

業務執行の効率化を図っており、常勤監査役１名が出席して、重要事項の意思決定プロセスを常時監査できる

状況を整備しております。
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ホ．内部統制システムの整備の状況

当社グループの内部統制システムに関する基本方針は、以下のとおりであります。

a．当社グループの取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（a）法令・定款を遵守し、違反・不正行為を防止するために、社内規程の整備、内部通報制度の導入、並び

にその周知と運用の徹底をしております。

（b）コンプライアンス規程を制定し、当社グループのコンプライアンス担当部所は経営企画室とし、コンプ

ライアンス担当役員を経営企画室担当役員としております。

（c）経営企画室担当役員は必要に応じて従業員等を対象とした企業行動規範の理解の促進、コンプライアン

ス意識の向上及びコンプライアンスの実践を図るための教育・研修計画を策定・実施しております。

（d）不正行為等の早期発見と是正を図り、コンプライアンス経営を強化するため、内部通報規程を制定し、

社内及び社外に通報窓口を設置して、当社グループの従業員及び当社グループの取引先従業員からの通報

を受け付けております。

（e）内部監査室は、コンプライアンスの運用状況について監査し、疑義ある行為については代表取締役社長

及び監査役に報告しております。

 

b．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（a）情報セキュリティについては、情報セキュリティ基本方針に基づき、情報セキュリティに関する法令や

社内規程が遵守され、有効に機能しているかを検証するため、定期又は不定期に情報セキュリティ内部監

査を実施しております。

（b）職務執行に係る重要文書及びその他の情報については、文書管理規程に基づき、保存・管理を行い、取

締役が求めた場合はこれらの文書を閲覧できる体制としております。

 

c．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（a）財務、品質、災害、情報セキュリティ等経営に重大な損失を与えるおそれのあるリスクについては、リ

スク管理規程の制定及びリスクマネジメント・コンプライアンス委員会を設置し、リスク管理体制を整備

しております。なお、不測の事態が生じた場合には、代表取締役社長指揮下の対策本部を設置し、損失の

最小化を図るため、適切な方法を検討し、迅速な対応を行うこととしております。

（b）監査役会及び内部監査室は各部所のリスク管理状況を監査しております。取締役会は適宜リスク管理体

制を見直し、問題点の把握と改善を行っております。

 

d．当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（a）取締役会規程に基づき取締役会を原則月１回開催する他、必要に応じてこれを開催することで機動的・

効率的な経営判断を行っております。取締役会では、各部所の事業計画の進捗状況の報告、計画遂行のた

めの部所間調整等を実施し、施策・業務遂行体制を阻害する要因の分析とその改善を図っております。

（b）業務分掌規程、職務権限規程、稟議規程において取締役の職務権限を定め、業務遂行に必要な職務権限

の行使を規程に基づいて適正かつ効率的に実施できる体制としております。

 

e．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社グループの企業規模等を踏まえ、業務執行とその監督は完全に分離せず、現場に精通し業務執行する

者で取締役会を構成しております。また、子会社においては当社取締役の一部が子会社の取締役を兼務して

おり、重要な会議に出席することで定期的に経営状況の把握に努めるとともに、「関係会社管理規程」にお

いて当社への報告事項や承認事項を明確にしております。なお、当社の常勤監査役は子会社への往査を行う

ことでグループ経営の視点から経営及び監督の強化に取組むこととしております。

 

f．監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する事項

監査役会が必要とした場合、取締役会は監査役会と協議の上、必要に応じて監査役の職務を補助する従業

員を置くこととしております。

 

g．前号の従業員の取締役からの独立性に関する事項及び当該従業員に対する監査役の指示の実効性の確保に

関する事項

（a）当該従業員の任命・異動等人事権に係る事項の決定には、監査役会の意見を尊重して行うことにより、

取締役からの独立性を確保しております。

（b）当該従業員は、監査役会の職務を補助する際には、専ら監査役会の指揮命令に従うこととし、監査役以

外の取締役等から指揮命令を受けないこととしております。

 

h．当社グループの取締役及び従業員又はこれらの者から報告を受けた者が監査役会に報告するための体制

（a）代表取締役社長及び取締役は、取締役会において、随時その担当する業務執行報告を行うこととしてお

ります。
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（b）取締役及び従業員等は、監査役会が事業の報告を求めた場合又は業務及び財産の調査を行う場合は、迅

速かつ的確に対応することとしております。

（c）取締役及び従業員等は、法令等の違反行為等、当社グループに重大な損害を及ぼすおそれのある事実が

発見された場合は、監査役会に対して報告を行うこととしております。

（d）内部監査室は、定期的に監査役会に対し、当社グループにおける内部監査の結果その他活動状況の報告

を行うこととしております。

（e）管理部は、監査役会に対し、必要に応じて当社グループにおける内部通報の状況の報告を行うこととし

ております。

 

i．監査役会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため

の体制

当社グループの取締役及び従業員等は、監査役会に直接報告を行うことができるものとし、当該報告を

行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、外部に相談連絡窓口を設置することとしており

ます。

 

j．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続、その他の当該職務の執行について生ず

る費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行に必要な費用の前払い等の請求をした場合、当該費用又は債務が監査役の職務執

行に必要でない場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理することとしております。

 

k．その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（a）監査役会は、内部監査室との意思疎通及び情報の交換がなされるように努めることとしております。

（b）監査役会は、代表取締役社長、会計監査人と定期的に意見を交換する機会を設けることとしておりま

す。

（c）監査役が弁護士、公認会計士等の外部専門家と連携を図れる環境を整備することとしております。

 

l．反社会的勢力を排除するための体制

（a）反社会的勢力対応規程を制定し、反社会的勢力との一切の関係を遮断するために当社グループの基本姿

勢を明確にするとともに、「取引先等チェック実施要領」に定めるところにより取引先の調査及び対応を

実施することとしております。

（b）管理部は社内研修等で定期的に注意喚起することとしております。

 

ヘ．リスクマネジメント・コンプライアンス委員会

リスクマネジメント・コンプライアンス委員会は、当社の代表取締役社長を委員長とし、常勤取締役、常勤

監査役及び執行役員で構成されております。コンプライアンスに関する意識の向上を図り、コンプライアンス

を円滑かつ効率的に実施するための施策・計画の策定等を協議・推進する機関として、リスクマネジメント・

コンプライアンス委員会を定期的に開催しております。この他、当社はリスクマネジメントの一環として、情

報セキュリティ委員会と品質委員会を設置しております。

 

ト．執行役員制度

当社は、変化の速い経営環境に対応して、迅速な経営の意思決定と業務執行の分離による責任の明確化を可

能とする経営体制を構築すると共に、経営の効率性を担保する経営管理体制の充実を図るため、執行役員制度

を導入しております。執行役員は、取締役会が決定した基本方針に従って業務執行の任に当たっております。

 

チ．弁護士・税理士

当社は、重要な法務及び税務に関する課題、並びにコンプライアンスに係る事象については、顧問弁護士及

び顧問税理士と協議を行い、必要な対応を図っております。

 

③ リスク管理体制の整備の状況

当社は、法令の遵守及び社会規範に則った経営を実践し、ステークホルダーの信頼を得るとともに、事業の持

続的発展を図ることを経営方針に掲げております。また、企業価値最大化の観点から、財務、品質、災害、情報

セキュリティ等経営に重大な損失を与えるおそれのあるリスクについては、リスク管理に関する規程やマニュア

ルを制定し、リスク管理体制を整備しております。なお、不測の事態が生じた場合には、代表取締役社長指揮下

の対策本部を設置し、損失の最小化を図るため、適切な方法を検討し、迅速な対応を行います。

また、監査役会及び内部監査室は各部所のリスク管理状況を監査し、その結果を取締役会へ報告しておりま

す。取締役会は適宜リスク管理体制を見直し、問題点の把握と改善を行っております。

 

④ 取締役の定数

当社の取締役は、８名以内とする旨定款に定めております。
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⑤ 取締役の選任決議事項

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらない旨を定款に定めております。

 

⑥ 株主総会決議事項を取締役会で決議できるとした事項

イ．中間配当

当社は、株主への機動的な資本政策及び配当政策を行うことを目的として、会社法第454条第５項の規定に

より、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めてお

ります。

 

ロ．自己株式の取得

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規

定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めて

おります。

 

ハ．取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取

締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）の責任について、法令に定める要件

に該当する場合には、賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として免除するこ

とができる旨を定款に定めております。

 

⑦ 取締役会決議事項を株主総会で決議できないとした事項

該当事項はありません。

 

⑧ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める特別決議について、定

款に別段の定めがある場合を除き、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

 

⑨ 責任限定契約

当社は、取締役（業務執行取締役等である者を除く）及び監査役との間で、会社法第423条第１項の賠償責任に

ついて法令に定める要件に該当する場合には、賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定め

ております。但し、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

なお、提出日現在において社外取締役及び監査役との間でかかる責任を限定する契約を締結しております。

 

⑩ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、優秀な人材の確保、職務の執行における萎縮の防止のため、役員等賠償責任保険契約を締結しており

ます。その契約の概要は、以下のとおりであります。

イ．被保険者の範囲

当社役員、管理職従業員及び子会社役員であります。

ロ．保険契約の内容の概要

a．被保険者の実質的な保険等負担割合

保険料は特約部分も含め会社負担としており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。

b．填補の対象となる保険事故の概要

特約部分も合わせ、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に

係る請求を受けることによって生じることのある損害について填補することとしております。但し、被保険

者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、法令違反の行為であることを認識して行った行為

に起因して生じた損害等は対象としないこととしております。
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⑪ 取締役会の活動状況

当社では取締役会を毎月１回定期開催し、その他必要に応じて臨時取締役会を開催しております。当事業年度

におきましては取締役会を全17回開催し、１回当たりの所要時間は概ね30分から３時間であります。個々の取締

役の取締役会への出席状況は、以下のとおりであります。

氏名 開催回数 出席回数

竹　中　勝　昭 17 17

竹　中　英　之 17 17

吉　田　　　徹 17 17

辻　下　知　充 17 17

常　深　雅　稔 17 17

靏　田　　　勉 17 17

西　　　宏　章 17 17

水　島　幸　子 17 17

 

取締役会においての具体的な検討内容は、以下のとおりであります。

決議33件：事業報告・計算書類の承認、取締役候補者の選出、定款変更、代表取締役選定、代表取締役異動、

執行役員・役付き執行役員選定、諸規程の改訂、有価証券報告書・半期報告書・決算短信・四半期

決算短信・コーポレート・ガバナンス報告書承認、取締役報酬決定、基準を超える投資承認、会社

役員賠償責任保険への継続加入及び保険料の会社負担、剰余金処分（増配）、事業計画承認、中期

経営計画承認、幹部人事決定、基準を超えた受注（見積）承認など

協議、報告39件：

月次決算報告、決算見通し報告、各部門の業績四半期報告、内部通報実績報告、リスクに関する報

告、政策保有目的有価証券の保有状況に関する報告、サステナビリティに関する報告、取締役会実

効性評価アンケートに関する報告、特定プロジェクト状況報告、リスクマネジメント・コンプライ

アンス委員会報告、関連当事者取引状況に関する報告、取締役会実効性評価開示に関する報告、潜

在株主アンケート結果報告、臨時報告書、内部統制に関する報告、監査役会監査計画についての報

告、当社株主数増加政策、投資家訪問報告、役員研修、会計監査人再任、預金の預け替えについて

など
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（２）【役員の状況】

① 役員一覧

男性　10名　女性　1名　（役員のうち女性の比率9.1％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

（株）

代表取締役会長 竹中 勝昭 昭和19年10月４日生

昭和44年11月　コンピューターサービス株式会社（現

SCSK株式会社）入社

昭和56年11月　当社設立 代表取締役社長

平成18年６月　立命館科学技術振興会監査委員（現任）

平成21年５月　一般社団法人情報サービス産業協会理事

（現任）

平成24年３月　ノックス株式会社代表取締役（現任）

平成31年４月　一般社団法人情報サービス産業協会関西

地区会代表（現任）

令和６年10月　当社代表取締役会長（現任）

（注）３
731,520

（注）７

代表取締役社長兼社

長執行役員

インフラソリュー

ション本部長

竹中 英之 昭和50年９月６日生

平成13年４月　トランスコスモス株式会社入社

平成18年６月　KDDI Deutschland GmbH（Amsterdam支

店）入社

平成20年７月　当社入社

平成23年４月　当社インフラ事業部（現インフラソ

リューション部）部長

平成26年４月　当社執行役員

インフラシステム部担当兼部長

平成26年６月　当社取締役兼執行役員

令和５年４月　当社四国営業所担当

令和６年４月　当社取締役兼副社長執行役員

　　　　　　　インフラソリューション本部長（現任）

令和６年10月　当社代表取締役社長兼社長執行役員

　　　　　　　（現任）

（注）３ 44,484

取締役兼専務執行

役員

経営管理本部長

経営企画室長

新技術基盤開発室長

 

吉田 徹 昭和33年７月19日生

昭和57年４月　株式会社福徳相互銀行入行（後の株式会

社なみはや銀行）

平成11年６月　株式会社なみはや銀行総合企画部調査役

（現株式会社りそな銀行グループへ営業

譲渡）

平成12年11月　当社入社 管理部長

平成26年４月　当社執行役員

             管理部担当

             経営企画室長代理

平成26年６月　当社取締役兼執行役員

             経営企画室担当兼室長

平成27年10月　当社技術統括部担当

平成30年５月　ノックス株式会社取締役（現任）

令和２年４月　当社取締役兼専務執行役員（現任）

令和５年４月　当社経営企画室長（現任）

令和６年４月　当社経営管理本部長兼

　　　　　　　新技術基盤開発室長（現任）

（注）３ 19,572
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

（株）

取締役兼執行役員

技術支援本部長

キャリア採用室長

辻下 知充 昭和35年11月23日生

昭和56年12月　当社入社

平成20年６月　当社執行役員

　　　　　　　第一ソリューション本部システム統括部

長

平成22年６月　当社取締役兼執行役員（現任）

  　        第一ソリューション本部副本部長兼シス

テム統括部長

平成26年４月　当社仙台営業所担当兼所長

平成30年４月　当社ヒューマン・リソース調達室担当兼

室長

令和６年４月　当社技術支援本部長兼

　　　　　　　キャリア採用室長（現任）

（注）３ 20,640

取締役兼執行役員

ERPソリューション

本部長

常深 雅稔 昭和30年11月２日生

昭和51年４月　株式会社CSK（現SCSK株式会社）入社

平成７年４月　同社産業システム第二事業部第二営業所

長

平成９年４月　同社産業システム第二事業部事業部長

（非製造）

平成11年４月　同社産業システム第一事業部事業部長

（製造）

平成14年４月　株式会社CSKコミュニケーションズ入

社　取締役副社長

平成19年４月　株式会社CSKホールディングス入社　顧

問

平成22年５月　株式会社芙優ビジネスソリューションズ

設立　代表取締役社長

平成24年10月　当社入社　社長付

平成26年４月　当社執行役員

             西日本システム統括部担当

             ERPシステム部担当

             第二営業部担当

平成26年６月　当社取締役兼執行役員（現任）

平成26年10月　当社西日本システム統括部長

平成30年４月　当社四国営業所担当

令和３年４月　当社ERPシステム部長

令和６年４月　当社ERPソリューション本部長（現任）

（注）３ 6,000

取締役兼執行役員

ゼネラルソリュー

ション本部長

靏田 勉 昭和44年１月12日生

昭和62年４月　富士通株式会社入社

平成12年３月　藤田情報システム株式会社入社

平成15年９月　GMOコミュニケーションズ株式会社入社

平成15年12月　当社入社

平成26年４月　当社執行役員

 　　　　　  第一営業部長

平成29年４月　当社東日本システム統括部担当

 　　　　　  第一営業部担当

平成29年６月　当社取締役兼執行役員（現任）

平成30年４月　当社東日本システム統括部長

令和５年４月　当社西日本システム統括部担当

令和６年４月　当社ゼネラルソリューション本部長（現

任）

（注）３ 3,660
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

（株）

取締役 西 宏章 昭和42年２月２日生

平成５年３月　公認会計士登録

平成７年５月　税理士登録

平成18年７月　北斗税理士法人代表社員（現任）

平成23年６月　株式会社MACオフィス社外監査役（現

任）

平成25年５月　株式会社AFIテクノロジー社外監査役

平成27年６月　株式会社テクノツリー社外監査役

平成30年２月　株式会社ポコアポコネットワークス社外

監査役（現任）

平成30年６月　当社社外取締役（現任）

令和元年６月　アクチュアライズ株式会社社外監査役

（現任）

令和３年４月　ダントーホールディングス株式会社社外

監査役（現任）

令和４年11月　株式会社ナティアス社外監査役（現任）

令和５年１月　Curelabo株式会社社外監査役（現任）

令和６年６月　株式会社Dio社外監査役（現任）

（注）３ －

取締役 水島 幸子 昭和40年６月13日生

平成14年10月　弁護士登録

平成19年11月　水島綜合法律事務所開設　所長（現任）

平成27年１月　大阪大学第一特定認定再生医療等委員会

委員（現任）

平成29年３月　大阪大学医療安全監査委員会委員（現

任）

令和３年６月　当社社外取締役（現任）

（注）３ －

常勤監査役 野見山 隆史 昭和30年５月12日生

昭和54年４月　大和コンピューターサービス株式会社

（現株式会社大和総研）入社

平成14年11月　当社入社 ERP事業部準備室（現ERPソ

リューション部）室長

平成28年７月　大京システム開発株式会社入社

平成28年11月　当社入社

平成29年１月　当社内部監査室長

平成30年６月　当社常勤監査役（現任）

平成30年６月　ノックス株式会社監査役（現任）

（注）４ －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

（株）

監査役 尾内 啓男 昭和31年２月２日生

昭和53年４月　株式会社ワコール入社

平成15年４月　同社情報システム部長

平成18年４月　同社執行役員

平成28年６月　株式会社ベネクスITアドバイザー（現

任）

平成28年11月　株式会社トライグループ顧問

平成29年10月　株式会社アルプロンITアドバイザー

平成30年５月　同社社外監査役（現任）

平成30年６月　当社社外監査役（現任）

（注）４ －

監査役 西村 良明 昭和26年７月28日生

平成３年４月　弁護士登録

　　　　　　　表法律事務所入所

平成16年４月　家事調停委員

平成17年７月　リード法律事務所共同経営者（現リード

総合法律会計事務所）

令和元年５月　表法律事務所共同経営者（現任）

令和元年６月　当社社外監査役（現任）

令和２年４月　大阪家事調停協会会長

　　　　　　　日本調停協会連合会副会長

（注）４ －

計 825,876

（注）１．取締役 西 宏章及び水島 幸子は、社外取締役であります。

２．監査役 尾内 啓男及び西村 良明は、社外監査役であります。

３．令和７年６月24日開催の定時株主総会終結の時から、１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに属す

る定時株主総会の終結の時までであります。
４．令和５年６月22日開催の定時株主総会終結の時から、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに属す

る定時株主総会の終結の時までであります。

５．代表取締役社長兼社長執行役員 竹中 英之は、代表取締役会長 竹中 勝昭の長男であります。

６．当社では、組織の活性化を図るとともに、重要かつ戦略的な部門に執行役員を配置することによる、取締役

会の決定方針の業務執行機能の強化を目的とし、執行役員制度を導入しております。本書提出日現在におけ

る執行役員は７名で、竹中 英之、吉田 徹、辻下 知充、常深 雅稔、靏田 勉、上坂 誠一、森田 和夫で構

成されております。

７．代表取締役会長 竹中 勝昭の所有株式数は、同役員の資産管理会社である有限会社シー・エム・ケーが所有

する株式数を含んでおります。
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② 社外役員の状況

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

社外取締役の西 宏章は、公認会計士であり、培われた専門的な知見・経験と幅広い見識を有しており、会計の

専門家として、客観的・中立的な立場で取締役会の意思決定機能や監督機能の実効的な強化が期待できると判断

し、選任しております。当社と同氏との間に特別の利害関係はなく、一般株主と利益相反が生じるおそれはない

と判断しております。

社外取締役の水島 幸子は、弁護士であり、培われた専門的な知見・経験と幅広い見識を有しており、法律の専

門家として、客観的・中立的な立場でリスク管理及びコンプライアンスを中心とした経営監督機能の強化が期待

できると判断し、選任しております。当社と同氏との間に特別の利害関係はなく、一般株主と利益相反が生じる

おそれはないと判断しております。

社外監査役の尾内 啓男は、長年にわたり大手上場企業において、情報システム部門の執行役員として経営に携

わってきた経験と見識を有し、また、当社監査役就任以降、社外監査役として当社の適正な監査を担っており、

これまでの経験と見識を当社の監査に活かすことができると判断し、選任しております。当社と同氏との間に特

別の利害関係はなく、一般株主と利益相反が生じるおそれはないと判断しております。

社外監査役の西村 良明は、弁護士であり、培われた専門的な知見・経験と幅広い見識を有し、また、当社監査

役就任以降、社外監査役として当社の適正な監査を担っており、今後も法律の専門家として、コーポレート・ガ

バナンス機能の強化への助言及び経験と見識を当社の監査に活かすことができると判断し、選任しております。

当社と同氏との間に特別の利害関係はなく、一般株主と利益相反が生じるおそれはないと判断しております。

現在、当社では、「社外役員の独立性判断基準」を定めており、これは、日本取締役協会にて公表されている

取締役会規則における独立取締役の選任基準を参考にするとともに、東京証券取引所の独立役員の独立性に関す

る判断基準を勘案した上で策定しております。また、社外取締役候補者及び社外監査役候補者の決定にあたって

は、候補者の社会的地位、経歴・能力及び当社グループとの人的関係、取引関係その他の利害関係の有無等を考

慮した上で、当社の経営から独立した視点をもって職務遂行・牽制機能の発揮ができる人材を選定しておりま

す。社外役員は、取締役会等の席上において、それぞれ経営陣から独立した立場において、非常に活発な発言を

行っており、牽制機能が十分に働いていると考えております。

 

③ 社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

社外取締役は、取締役会出席に際し、事前に取締役会議題等に関する資料提供を受けたうえで、取締役会の場

で豊富な経験と見識からの提言を行うとともに経営の監督機能を担っております。

社外監査役は、取締役会開催前に開催する監査役会において、常勤監査役から業務監査の報告を受けるほか、

取締役会議題等に関する資料のレビューを行った後、取締役会に出席し、取締役会による取締役の業務執行の監

督状況及び意思決定について監査しております。

社外取締役及び社外監査役は、四半期毎に社外役員定例会を開催して意見交換を行うほか、内部監査部門であ

る内部監査室、会計監査を担当する監査法人及び常勤監査役が定期的に行う三様監査連絡会に出席し、出席者相

互の連携に努めております。また、社外取締役及び社外監査役は、四半期毎に開催する代表取締役社長と監査役

会との会合にも出席し、内部統制の責任者である代表取締役社長と社外役員との相互認識と信頼関係を深めるよ

う努めております。
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（３）【監査の状況】

① 監査役監査の状況

a．監査役監査の組織、人員及び手続について

当社の監査役会は、常勤監査役１名、社外監査役２名の３名で構成されております。監査役会は当事業年度

の監査計画（監査方針、監査項目、監査の方法、職務の分担等）を定め、各監査役は、監査計画に則り監査業

務を行います。野見山隆史常勤監査役は、当社が所属する業界で豊富な経験を有し、当社事業の部所長・内部

監査室長を経て当社事業全般に精通しており、実効性の高い監査を行っております。尾内啓男社外監査役は、

当社事業と関連の高い分野における豊富な経験と見識を有しており、経営全般における監査・助言を行ってお

ります。西村良明社外監査役は、弁護士として培った法務分野における豊富な知識と経験、高い見識を有して

おり、コーポレート・ガバナンス強化に向けた監査・助言を行っております。

 

b．監査役及び監査役会の活動状況

当社では監査役会を毎月１回定期開催し、その他必要に応じて臨時監査役会を開催しております。当事業年

度におきましては監査役会を全13回開催し、１回当たりの所要時間は概ね40分から１時間であります。個々の

監査役の監査役会及び取締役会への出席状況は、以下のとおりであります。

役職名 氏名
当事業年度の

監査役会出席率

当事業年度の

取締役会出席率

常勤監査役 野見山 隆史 100％（13/13回） 100％（17/17回）

社外監査役 尾内 啓男 100％（13/13回） 100％（17/17回）

社外監査役 西村 良明 100％（13/13回） 100％（17/17回）

 

監査役会においての具体的な検討内容は、以下のとおりであります。

決議６件：会計監査人の再任、監査役会監査報告書、監査計画、監査役会議長選定、常勤監査役選定、会計

監査人の監査報酬に関する同意

協議16件：取締役会議題の事前確認、会計監査人に関する評価、株主総会における監査役の口頭報告、監査

役会の開催日程、監査役の報酬など

報告12件：常勤監査役の月次活動状況報告など

 

常勤監査役は、取締役の意思決定及び業務執行の状況について、法令・定款及び経営判断原則に照らし、監

査を行っております。取締役会・経営会議その他重要な会議への出席、重要な決裁書類等の閲覧、コンプライ

アンス・リスク管理・内部通報制度の運用状況の確認、反社会的勢力排除や関連当事者取引に係る規制の運用

状況の確認、各部所及び子会社への往査、内部統制システムの整備及び運用状況の確認を行い、監査結果を監

査役会に報告する他、適時、他の監査役に報告して情報連携に努めております。また、内部監査室、会計監査

人及び社外取締役とも情報連携に努めております。

社外監査役は、取締役会の他、四半期毎開催の代表取締役社長と監査役会との定例会に出席し、独立役員の

立場から、それぞれの専門的知見を活かした監査及び意見を述べております。また、監査役、会計監査人及び

内部監査室との三様監査連絡会に出席し、意見交換を行う等、相互連携に努めております。さらに、社外取締

役と四半期毎に定例会を開催し、社外取締役との連携にも努めております。

 

② 内部監査の状況

a．内部監査の組織、人員及び手続について

当社グループの内部監査につきましては、代表取締役社長直轄の組織として内部監査室が設置され、人員は

内部監査室長１名であります。内部監査室は、当連結会計年度の内部監査計画を策定し、その監査計画に基づ

き、各部所及び子会社の業務活動全般に対して、法令、社内規程及びコンプライアンスの遵守、業務の有効性

及び効率性、財務報告の信頼性、資産の保全の観点から、定期的に監査を実施しております。

内部監査室長は、代表取締役社長に内部監査報告書を提出し、その写しを被監査部所に送付し被監査部所に

改善のための助言・勧告及びフォローアップを行うとともに、取締役会において四半期毎に内部監査実績報告

を行っております。また、内部監査室長と常勤監査役による定例会を毎月開催して内部監査結果や内部統制の

状況を監査役に報告するほか、日常的にも社内の懸念事項等について監査役との意見交換を行うなど、監査役

との情報連携に努めております。
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b．内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統制部門との関係について

内部監査室、監査役及び会計監査人との間において、三様監査連絡会を年７回開催し、それぞれの監査計画

や監査結果を互いに報告する他、会計監査人による期中レビュー結果の報告も受け、意見交換や情報連携に努

めております。

各監査の結果を受け、個別又は全社及び子会社共通で内部統制に改善すべき事項がある場合は、内部統制部

門である管理部と協議のうえ、管理部が主体となって全社及び子会社に改善の指導が行われております。
 

③ 会計監査の状況

a．監査法人の名称

有限責任 あずさ監査法人
 

b．継続監査期間

８年間
 

c．業務を執行した公認会計士

中畑　孝英

花谷　徳雄
 

d．監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 ５名

その他     11名

(注) その他は公認会計士試験合格者等であります。
 

e．監査法人の選定方針と理由

当社の監査役会は、会計監査人の選定にあたり、日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基

準策定に関する監査役等の実務指針」を踏まえた会計監査人の選定基準を定めており、独立性、品質管理体

制、専門性の有無、職務遂行体制の適切性、当社グループが行っている事業分野への理解度及び監査報酬等を

総合的に勘案し、監査役会が定める会計監査人の選任等の手続に準じて評価を行い選定しております。
 

f．監査役及び監査役会による監査法人の評価

当社の監査役会は、監査法人の品質管理、独立性及び専門性、監査報酬の妥当性、監査役及び経営者等との

コミュニケーションの実施状況等を総合的に評価しております。その結果、当監査法人による会計監査は有効

に機能しており、会計監査人として適切、妥当であると判断しております。
 

④ 監査報酬の内容等

a．監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく

報酬（千円）

非監査業務に基づく

報酬（千円）

監査証明業務に基づく

報酬（千円）

非監査業務に基づく

報酬（千円）

提出会社 22,723 － 23,344 －

連結子会社 － － － －

計 22,723 － 23,344 －

 
b．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（a．を除く）

該当事項はありません。
 

c．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。
 

d．監査報酬の決定方針

当社は、当社の監査公認会計士等である有限責任 あずさ監査法人が策定した監査日数、業務内容などの監

査計画に基づき両者で協議の上、監査役会の同意を得て決定しております。
 

e．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが当社

の事業規模や事業内容に適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬の額につ

いて適切であると判断し、同意しております。
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（４）【役員の報酬等】

① 役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社役員の報酬等の内容の決定に関する方針は、以下のとおりであります。

役員の報酬等は、当社グループの長期安定的な企業価値の向上及びガバナンスの強化を実現させるため、経営

内容、世間水準及び従業員給与等とのバランスを考慮しつつ、その職責に見合う報酬制度としております。

 

役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、令和３年２月15日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議

しております。取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及

び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方

針に沿うものであると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は、以下のとおりであります。

a. 役員報酬制度の基本方針

役員の報酬等は、長期安定的な企業価値の向上及びガバナンスの強化を実現させるため、経営内容、他社

の報酬水準の動向及び従業員給与等とのバランスを考慮しつつ、その職責に見合う報酬制度といたします。

なお、取締役の報酬限度額は、平成30年６月27日開催の第37期定時株主総会において、年額250,000千円

以内(但し、従業員分給与は含まず、うち社外取締役20,000千円以内)と決議されております。当該株主総会

終結時点の取締役の員数は、７名(うち社外取締役１名)であります。監査役の報酬限度額は、平成30年６月

27日開催の第37期定時株主総会において、年額50,000千円以内と決議されております。当該株主総会終結時

点の監査役の員数は、３名であります。

 

b. 取締役（社外取締役を除く）の報酬等

（a）取締役の報酬等は、固定報酬（金銭）のみとし、毎月支給いたします。

（b）報酬等の算定方法

取締役の報酬等の額については、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、取締役会において決定い

たします。当該個別の取締役の報酬等は、取締役会で金額の妥当性を検討し、取締役報酬テーブルに基づ

き、前事業年度の業績、経営内容における貢献並びに役位等を勘案し、独立社外取締役及び監査役の同意を

得た上で取締役会において決定いたします。

 

c. 社外取締役の報酬等

（a）社外取締役の報酬等は、固定報酬（金銭）のみとし、毎月支給いたします。

（b）報酬等の算定方法

社外取締役の報酬等の額については、独立した客観的な立場から経営の監督機能を担う役割を踏まえ、株

主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、取締役会において決定いたします。

 

d. 監査役の報酬等

（a）監査役の報酬等は、固定報酬（金銭）のみとし、毎月支給いたします。

（b）報酬等の算定方法

監査役の報酬等の額については、取締役の職務の執行の監査等その役割・責務を踏まえ、株主総会で決議

された報酬限度額の範囲内で、監査役の協議により決定いたします。
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② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

（人）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金
左記のうち、

非金銭報酬等

取締役

（社外取締役を除く）
51,600 51,600 － － － 6

監査役

（社外監査役を除く）
8,250 8,250 － － － 1

社外役員

（社外取締役）
3,420 3,420 － － － 2

社外役員

（社外監査役）
3,420 3,420 － － － 2

 

③ 役員ごとの連結報酬等の総額等

 連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在していないため、記載しておりません。

 

④ 使用人兼務役員の使用人給与のうち重要なもの

総額（千円） 対象となる役員の員数(人) 内容

53,910 5 使用人としての給与であります。
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（５）【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、投資株式のうち、保有することに事業戦略上の意義が認められるものについて、保有目的が純投資目

的以外の目的である投資株式として区分しております。

 

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証

の内容

当社は純投資目的で株式を保有しておらず、業務提携による関係強化等、純投資以外の経営戦略上重要な

目的を併せ持つ政策保有株式のみ保有しております。そのなかで、当社は持続的な成長と中長期的な企業価

値向上のため、業務上の提携など事業戦略の一環として、また、取引の維持・強化のために必要と判断する

企業の株式を保有することがあります。

個別の政策保有株式については、政策保有の意義、中長期的な経済的合理性等を勘案して、保有継続の適

否に関し、取締役会において取引先の成長性、将来性、収益性等を踏まえ、当社グループの持続的な成長と

中長期的な企業価値向上に資するかどうかの判断を行っております。

 

b．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額(千円)

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 2 293,471

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取
得価額の合計額(千円)

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 1 2,002 取引先持株会を通じた株式の取得

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（千円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －
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c．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、

定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株

式の保有

の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表

計上額

（千円）

貸借対照表

計上額

（千円）

ソフトバンク

グループ株式会社

25,668 25,668

同社は取引関係維持・強化のため保

有しております。定量的な保有効果

につきましては記載が困難でありま

すが、同社は電気通信事業やイン

ターネット等のグローバル企業であ

り、取引関係維持・強化を図ること

で、同社の関連事業の受注獲得に寄

与しております。令和元年より同社

の関連子会社との取引を行ってお

り、今後も更に受注獲得に向けて取

組みます。以上の状況から、同社と

の取引により得られる収益と中長期

的に取引関係の維持・強化を図る観

点から、保有の経済的合理性につい

て検証を行い、継続保有が適切であ

ると判断しております。当事業年度

の受取配当金額は1,129千円であり

ます。

無

191,971 230,036

富士通株式会社

34,395 3,364

同社は主要なパートナー企業として

取引関係維持・強化のためＦＳＡ富

士通持株会の会員として加入してお

り、ＦＳＡ富士通持株会に毎月100

千円を拠出して、毎月株式を取得し

ております。定量的な保有効果につ

きましては記載が困難であります

が、同社はITメーカーの大手企業で

あり、同社との取引関係維持・強化

を図ることで、金融、公共、医療等

の幅広い案件の受注獲得に寄与して

おります。以上の状況から、同社と

の取引により得られる収益と中長期

的に取引関係の維持・強化を図る観

点から、保有の経済的合理性につい

て検証を行い、継続保有が適切であ

ると判断しております。当事業年度

の受取配当金額は914千円でありま

す。なお、令和６年４月１日付で１

株を10株にする株式分割が行われて

おります。

無

101,500 83,777

みなし保有株式
該当事項はありません。

 
③ 保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
 

④ 当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。
 

⑤ 当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変

更したもの
該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号）に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（令和６年４月１日から令和７年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）の財務諸表について、有

限責任 あずさ監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、連結財務諸表等を適正に作成できる体制を整備するため、専門的な情報を有する団体等が主催

するセミナーへの参加を行っております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（令和６年３月31日）
当連結会計年度

（令和７年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,913,095 3,303,448

売掛金 915,667 996,115

商品 147 1,903

仕掛品 48,605 8,804

その他 75,001 89,381

貸倒引当金 △38 △41

流動資産合計 3,952,477 4,399,612

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※１ 54,280 ※１ 48,194

工具、器具及び備品（純額） ※１ 29,348 ※１ 24,014

その他（純額） ※１ 0 ※１ 396

有形固定資産合計 83,628 72,605

無形固定資産   

ソフトウエア 11,948 8,217

その他 1,512 1,472

無形固定資産合計 13,461 9,690

投資その他の資産   

投資有価証券 313,813 293,471

繰延税金資産 155,709 141,640

その他 243,081 233,646

貸倒引当金 △13,830 △13,830

投資その他の資産合計 698,774 654,928

固定資産合計 795,864 737,223

資産合計 4,748,342 5,136,835
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（令和６年３月31日）
当連結会計年度

（令和７年３月31日）

負債の部   

流動負債   

買掛金 190,093 228,301

未払費用 171,853 179,420

契約負債 24,981 25,742

未払法人税等 65,102 118,042

賞与引当金 162,157 182,416

その他 276,655 254,626

流動負債合計 890,844 988,550

固定負債   

長期未払金 141,130 141,130

退職給付に係る負債 518,725 426,970

固定負債合計 659,856 568,101

負債合計 1,550,701 1,556,651

純資産の部   

株主資本   

資本金 404,398 404,398

資本剰余金 354,398 354,398

利益剰余金 2,255,774 2,572,223

自己株式 △342 △412

株主資本合計 3,014,229 3,330,607

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 199,333 181,465

退職給付に係る調整累計額 △15,922 68,111

その他の包括利益累計額合計 183,411 249,576

純資産合計 3,197,640 3,580,184

負債純資産合計 4,748,342 5,136,835
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　令和５年４月１日
　至　令和６年３月31日)

 当連結会計年度
(自　令和６年４月１日
　至　令和７年３月31日)

売上高 ※１ 7,194,045 ※１ 7,902,467

売上原価 5,432,483 5,890,772

売上総利益 1,761,561 2,011,694

販売費及び一般管理費 ※２ 1,334,484 ※２ 1,497,573

営業利益 427,076 514,121

営業外収益   

受取利息及び配当金 1,956 2,612

助成金収入 5,172 12,913

その他 266 949

営業外収益合計 7,395 16,475

営業外費用   

雑損失 29 39

営業外費用合計 29 39

経常利益 434,442 530,556

税金等調整前当期純利益 434,442 530,556

法人税、住民税及び事業税 126,074 152,220

法人税等調整額 △19,039 △19,551

法人税等合計 107,034 132,668

当期純利益 327,407 397,887

非支配株主に帰属する当期純利益 － －

親会社株主に帰属する当期純利益 327,407 397,887
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　令和５年４月１日
　至　令和６年３月31日)

 当連結会計年度
(自　令和６年４月１日
　至　令和７年３月31日)

当期純利益 327,407 397,887

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 83,718 △17,868

退職給付に係る調整額 3,170 84,034

その他の包括利益合計 ※１ 86,889 ※１ 66,165

包括利益 414,296 464,053

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 414,296 464,053

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　令和５年４月１日　至　令和６年３月31日）

     （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 403,023 353,023 1,999,521 △342 2,755,225

当期変動額      

新株の発行 1,375 1,375   2,751

剰余金の配当   △71,154  △71,154

親会社株主に帰属する当期純利益   327,407  327,407

自己株式の取得     －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）      

当期変動額合計 1,375 1,375 256,253 － 259,004

当期末残高 404,398 354,398 2,255,774 △342 3,014,229

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 115,615 △19,093 96,522 2,851,747

当期変動額     

新株の発行    2,751

剰余金の配当    △71,154

親会社株主に帰属する当期純利益    327,407

自己株式の取得    －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 83,718 3,170 86,889 86,889

当期変動額合計 83,718 3,170 86,889 345,893

当期末残高 199,333 △15,922 183,411 3,197,640
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当連結会計年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日）

     （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 404,398 354,398 2,255,774 △342 3,014,229

当期変動額      

新株の発行     －

剰余金の配当   △81,439  △81,439

親会社株主に帰属する当期純利益   397,887  397,887

自己株式の取得    △70 △70

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）      

当期変動額合計 － － 316,448 △70 316,378

当期末残高 404,398 354,398 2,572,223 △412 3,330,607

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 199,333 △15,922 183,411 3,197,640

当期変動額     

新株の発行    －

剰余金の配当    △81,439

親会社株主に帰属する当期純利益    397,887

自己株式の取得    △70

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △17,868 84,034 66,165 66,165

当期変動額合計 △17,868 84,034 66,165 382,543

当期末残高 181,465 68,111 249,576 3,580,184
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　令和５年４月１日
　至　令和６年３月31日)

 当連結会計年度
(自　令和６年４月１日
　至　令和７年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 434,442 530,556

減価償却費 24,335 24,742

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 40,665 30,375

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,245 20,258

受取利息及び受取配当金 △1,956 △2,612

売上債権の増減額（△は増加） 26,216 △80,447

棚卸資産の増減額（△は増加） △43,186 38,260

仕入債務の増減額（△は減少） 2,126 38,208

未払費用の増減額（△は減少） 17,008 7,567

未払消費税等の増減額（△は減少） 9,135 42,255

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は減少） 116 23,021

預り金の増減額（△は減少） 76,547 △75,025

長期前払費用の増減額（△は増加） 1,111 6,012

助成金収入 △5,172 △12,913

その他 △10,661 △488

小計 579,973 589,770

利息及び配当金の受取額 1,956 2,176

助成金の受取額 5,172 12,913

法人税等の支払額 △157,916 △122,302

営業活動によるキャッシュ・フロー 429,185 482,558

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △22,252 △6,589

無形固定資産の取得による支出 △1,593 △1,029

投資有価証券の取得による支出 △1,888 △2,002

敷金及び保証金の差入による支出 △1,393 △1,189

その他 97 166

投資活動によるキャッシュ・フロー △27,031 △10,644

財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入 2,751 －

自己株式の取得による支出 － △70

配当金の支払額 △71,075 △81,489

財務活動によるキャッシュ・フロー △68,324 △81,559

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 333,829 390,353

現金及び現金同等物の期首残高 2,579,265 2,913,095

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,913,095 ※１ 3,303,448
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結対象としており、内容は以下のとおりであります。

連結子会社の数　1社

連結子会社の名称　ノックス株式会社

 

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を

採用しております。

 

ロ　棚卸資産

商品

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げ方法）を採用しております。

仕掛品

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げ方法）を採用しております。

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産

定率法を採用しております。但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並

びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しております。

主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　８年～15年

工具、器具及び備品　３年～15年

 

ロ　無形固定資産

自社利用目的のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により

償却しております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

ロ　賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

 

(4）退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見

込額に基づき、当連結会計年度末に発生していると認められる額を計上しております。

イ　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては期間定額基準によっております。
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ロ　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（６年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。過去勤務費

用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（６年）による定額法

により費用処理しております。

 

ハ　小規模企業等における簡便法の採用

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
 

(5）重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。

イ　派遣契約に係る取引及び準委任契約に係る取引

派遣契約に係る取引及び準委任契約に係る取引につきましては、履行義務は契約期間にわたり労働者

及び技術力を提供することであり、当該履行義務は契約期間にわたり労働時間の経過につれて充足され

ることから、収益は当該履行義務が充足される期間において契約に定められた金額を毎月認識しており

ます。

 

ロ　受注制作ソフトウエア開発取引

受注制作ソフトウエア開発取引につきましては、開発したシステムの顧客への引き渡し又は契約上の

条件を充足することにより履行義務が充足されることから、当該時点で顧客との契約に定められた金額

に基づき収益を認識しております。

 

ハ　商品販売取引

商品販売取引につきましては、商品の引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得すること

から履行義務が充足されますが、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期

間であるため、出荷時点で収益を認識しております。

 

なお、当社グループの取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要

な金融要素は含まれておりません。

 

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資としております。

 

（重要な会計上の見積り）

翌連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性のある会計上の見積りはありません。

 

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 令和４年10月28日 以下「令和４

年改正会計基準」という）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正につきましては、令和４年改正会計基

準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第28号 令和４年10月28日 以下「令和４年改正適用指針」という）第65－２項(2)ただし書きに定

める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありませ

ん。
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（未適用の会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　令和６年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　令和６年９月13日　企業会計基準

委員会）　等

 

(1）概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の

全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準

を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、

IFRS第16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性

が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指した

リース会計基準等が公表されました。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファ

イナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権

資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 

(2）適用予定日

令和10年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中で

あります。
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（連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度

（令和６年３月31日）
当連結会計年度

（令和７年３月31日）

有形固定資産の減価償却累計額 87,947千円 106,473千円

 

（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との契約

から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収益を分解した情

報」に記載しております。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、以下のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　令和５年４月１日
　　至　令和６年３月31日）

　当連結会計年度
（自　令和６年４月１日

　　至　令和７年３月31日）

給料及び手当 475,330千円 544,705千円

賞与引当金繰入額 20,781 25,745

退職給付費用 19,698 27,120

地代家賃 188,436 193,877

募集費 105,991 80,030

 

（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 120,596千円 △22,345千円

組替調整額 － －

法人税等及び税効果調整前 120,596 △22,345

法人税等及び税効果額 △36,878 4,476

その他有価証券評価差額金 83,718 △17,868

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 △6,231 116,730

組替調整額 10,799 5,400

法人税等及び税効果調整前 4,567 122,130

法人税等及び税効果額 △1,396 △38,096

退職給付に係る調整額 3,170 84,034

その他の包括利益合計 86,889 66,165
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　令和５年４月１日　至　令和６年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注） 2,033,200 3,000 － 2,036,200

合計 2,033,200 3,000 － 2,036,200

自己株式     

普通株式 216 － － 216

合計 216 － － 216

（注）普通株式の発行済株式総数の増加3,000株は、新株予約権の行使に伴う新株の発行であります。

 

２．新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

令和５年６月22日

定時株主総会
普通株式 71,154 35 令和５年３月31日 令和５年６月23日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

令和６年６月21日

定時株主総会
普通株式 81,439 利益剰余金 40 令和６年３月31日 令和６年６月24日
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当連結会計年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 2,036,200 － － 2,036,200

合計 2,036,200 － － 2,036,200

自己株式     

普通株式　（注） 216 41 － 257

合計 216 41 － 257

（注）普通株式の自己株式の増加41株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

２．新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

令和６年６月21日

定時株主総会
普通株式 81,439 40 令和６年３月31日 令和６年６月24日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

令和７年６月24日

定時株主総会
普通株式 101,797 利益剰余金 50 令和７年３月31日 令和７年６月25日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

現金及び預金勘定 2,913,095千円 3,303,448千円

現金及び現金同等物 2,913,095 3,303,448

 

（リース取引関係）

オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）

 
前連結会計年度

（令和６年３月31日）
当連結会計年度

（令和７年３月31日）

１年内 141,549 141,549

１年超 200,415 104,215

合計 387,314 245,765

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金計画に基づき、短期的な運転資金は自己資金により調達し、長期的な設備資金は

自己資金及び金融機関からの借入により調達しております。また、デリバティブは行わない方針でありま

す。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、市場価格の変動リスク、発行会社の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、ほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、与信管理規程に従い、売掛金などの債権について管理部主管で継続的にモニタリン

グしております。また、取引先ごとに期日及び残高管理を行い、財政状況等の悪化による回収リスクの

早期把握や軽減を図っております。

② 市場リスク（株式に係る市場価格の変動リスク）の管理

投資有価証券は、主として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒され

ておりますが、定期的に時価等の把握をしております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各部所からの報告等に基づき、管理部が適時に資金繰り計画を作成・更新し、流動

性リスクを管理しております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりであります。

前連結会計年度（令和６年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券 313,813 313,813 －

（注）「現金及び預金」、「売掛金」及び「買掛金」につきましては、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価

額に近似するものであることから、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（令和７年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券 293,471 293,471 －

（注）「現金及び預金」、「売掛金」及び「買掛金」につきましては、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価

額に近似するものであることから、記載を省略しております。

 

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（令和６年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,913,095 － － －

売掛金 915,667 － － －

合計 3,828,762 － － －

 

当連結会計年度（令和７年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 3,303,448 － － －

売掛金 996,115 － － －

合計 4,299,563 － － －
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４．　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま

す。

 

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（令和６年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

株式 313,813 － － 313,813

 

当連結会計年度（令和７年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

株式 293,471 － － 293,471

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。

 

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（令和６年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（令和７年３月31日）

該当事項はありません。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（令和６年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計
上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの
株式 313,813 26,671 287,141

合計 313,813 26,671 287,141

 

当連結会計年度（令和７年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計
上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの
株式 293,471 28,674 264,796

合計 293,471 28,674 264,796

 

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　令和５年４月１日　至　令和６年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。また、当社は、

複数事業主制度としての総合設立型の企業年金基金制度（全国情報サービス産業企業年金基金）に加入し

ておりますが、その拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、確定拠出制度

と同様に会計処理しております。加えて、当社は令和４年１月１日より選択制確定拠出年金制度を設けて

おります。

なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（(2)に掲げられた簡便法を適用した制度を除く）

 
前連結会計年度

（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

退職給付債務の期首残高 474,724千円 509,050千円

勤務費用 49,149 51,750

数理計算上の差異の発生額 6,231 △116,730

退職給付の支払額 △21,055 △28,289

退職給付債務の期末残高 509,050 415,781

 

(2）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 7,903千円 9,675千円

退職給付費用 1,784 2,256

退職給付による支払額 △12 △742

退職給付に係る負債の期末残高 9,675 11,188

 

(3）退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

 
前連結会計年度

（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 518,725千円 426,970千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 518,725 426,970

   

退職給付に係る負債 518,725 426,970

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 518,725 426,970

（注）簡便法を適用した制度を含みます。

 

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

勤務費用 49,149千円 51,750千円

数理計算上の差異の費用処理額 9,798 5,400

過去勤務費用の費用処理額 1,000 －

簡便法で計算した退職給付費用 1,784 2,256

確定給付制度に係る退職給付費用 61,733 59,407
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(5）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は、以下のとおりであり

ます。

 
前連結会計年度

（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

過去勤務費用 1,000千円 －千円

数理計算上の差異 3,567 122,130

合計 4,567 122,130

 

(6）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は、以下のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（令和６年３月31日）
当連結会計年度

（令和７年３月31日）

未認識数理計算上の差異 22,936千円 △99,194千円

合計 22,936 △99,194

 

(7）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております）

 
前連結会計年度

（自　令和５年４月１日
　　至　令和６年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和６年４月１日

　　至　令和７年３月31日）

割引率 0.00％ 1.41％

 

３．複数事業主制度

確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の企業年金基金制度への要拠出額は、前連結会計

年度33,913千円、当連結会計年度36,319千円であります。

(1）複数事業主制度の直近の積立状況

 
前連結会計年度

（令和５年３月31日）
当連結会計年度

（令和６年３月31日）

年金資産の額 268,557,476千円 277,016,587千円

年金財政計算上の数理債務の額と最低責任

準備金の額との合計額
216,477,612 224,936,722

差引額 52,079,864 52,079,864

 

(2）複数事業主制度の掛金に占める当社の割合

前連結会計年度　0.5％（自　令和４年４月１日　至　令和５年３月31日）

当連結会計年度　0.5％（自　令和５年４月１日　至　令和６年３月31日）

 

(3）補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算の過去勤務債務残高（前連結会計年度102,998千円、当

連結会計年度184,804千円）及び繰越金（前連結会計年度52,182,862千円の繰越剰余額、当連結会計年

度52,264,668千円の繰越剰余額）であります。なお上記(2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致し

ません。

 

４．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度64,270千円、当連結会計年度66,763千円でありま

す。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

売上原価の株式報酬費 － －

一般管理費の株式報酬費 － －

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 第１回新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　３名

当社従業員　22名

株式の種類別のストック・オプションの

数（注）
普通株式　56,400株

付与日 平成31年３月８日

権利確定条件

「第４　提出会社の状況　１　株式等

の状況（２）新株予約権等の状況　①

ストックオプション制度の内容」に記

載のとおりであります。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自　令和３年３月９日

至　令和11年２月28日

（注）令和元年11月１日付で株式１株につき３株、令和４年11月26日付で株式１株につき２株の株式分割を行っており

ます。株式数は分割後の数に換算しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（令和７年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

  第１回新株予約権

権利確定前 （株）  

前連結会計年度末  －

付与  －

失効  －

権利確定  －

未確定残  －

権利確定後 （株）  

前連結会計年度末  45,600

権利確定  －

権利行使  －

失効  －

未行使残  45,600

（注）令和元年11月１日付で株式１株につき３株、令和４年11月26日付で株式１株につき２株の株式分割を行っており

ます。株式数は分割後の数に換算しております。

 

②　単価情報

  第１回新株予約権

権利行使価格 (円) 917

行使時平均株価 (円) －

付与日における公正な評価単価 (円) －

（注）令和元年11月１日付で株式１株につき３株、令和４年11月26日付で株式１株につき２株の株式分割を行っており

ます。価格は分割後の価格に換算しております。

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

ストック・オプションを付与した日時点において、当社は未公開企業であるため、公正な評価単価の見積

り方法を、単位当たりの本源的価値の見積りによって算定しております。また、単位当たりの本源的価値を

算定するための基礎となる当社株式の評価方法は、時価純資産法によっております。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しております。

 

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源

的価値の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における

本源的価値の合計額

①　当連結会計年度末における本源的価値の合計額　　　　　　　37,984千円

②　当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計

額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－千円
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前連結会計年度

（令和６年３月31日）
 

当連結会計年度
（令和７年３月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 49,541千円  55,742千円

未払社会保険料 8,019  8,989

未払事業税 9,547  11,222

未払事業所税 2,462  2,656

貸倒引当金 4,240  4,365

敷金及び保証金 9,457  10,952

退職給付に係る負債 158,641  134,115

長期未払金 42,934  44,183

その他 6,310  2,179

繰延税金資産小計 291,155  274,407

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △47,638  △49,025

繰延税金資産合計 243,517  225,382

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △87,808  △83,331

その他 －  △410

繰延税金負債合計 △87,808  △83,742

繰延税金資産の純額 155,709  141,640

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 

 
前連結会計年度

（令和６年３月31日）
 

当連結会計年度
（令和７年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3  0.4

住民税均等割 0.7  0.6

法人税の特別控除額 △6.8  △5.5

税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 －  △0.9

その他 △0.2  △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.6  25.0

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が令和７年３月31日に国会で成立したこと

に伴い、令和８年４月１日以後開始する連結会計年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることにな

りました。

これに伴い、令和８年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金

資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。

この変更により、当連結会計年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は2,933千

円増加し、退職給付に係る調整累計額が749千円増加、法人税等調整額が4,540千円、その他有価証券評価差

額金が2,356千円、それぞれ減少しております。

 

（資産除去債務関係）

当社グループは、事務所等の不動産賃借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務

として認識しております。

なお、賃借契約に関する敷金が資産に計上されているため、当該資産除去債務の負債計上に代えて、当該不

動産賃借契約に係る敷金の回収が最終的に認められない金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する

金額を費用計上する方法によっております。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

ゼネラルソリューションサービス 4,743,512 5,217,850

インフラソリューションサービス 1,430,226 1,535,388

ERPソリューションサービス 1,020,305 1,149,228

顧客との契約から生じる収益 7,194,045 7,902,467

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 7,194,045 7,902,467

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項（5）重要な収益及び費用

の計上基準」に記載のとおりであります。

 

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
 

 前連結会計年度 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 941,883 915,667

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 915,667 996,115

契約負債（期首残高） 27,613 24,981

契約負債（期末残高） 24,981 25,742

契約負債は、主に保守業務に関する派遣契約に係る取引及び準委任契約に係る取引における顧客からの前受金に関す

るものであります。

当連結会計年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債に含まれていた額は24,981千円であります。

 

② 残存履行義務に配分した取引価格

当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略

しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、システムソリューションサービスの単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自　令和５年４月１日　至　令和６年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

 
ゼネラルソリューション

サービス
インフラソリューション

サービス
ERPソリューション

サービス
合計

外部顧客への売上高 4,743,512 1,430,226 1,020,305 7,194,045

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

連結貸借対照表の有形固定資産は、全て本邦に所在しているため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％を占める相手先がいないため、記載を省略し

ております。

 

当連結会計年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）
 

 
ゼネラルソリューション

サービス
インフラソリューション

サービス
ERPソリューション

サービス
合計

外部顧客への売上高 5,217,850 1,535,388 1,149,228 7,902,467

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

連結貸借対照表の有形固定資産は、全て本邦に所在しているため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％を占める相手先がいないため、記載を省略し

ております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　令和５年４月１日　至　令和６年３月31日）

記載すべき重要な事項はありません。

 

当連結会計年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日）

記載すべき重要な事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

１株当たり純資産額 1,570.56円 1,758.49円

１株当たり当期純利益 160.96円 195.43円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

159.53円 193.53円

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

当連結会計年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益

（千円）
327,407 397,887

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益（千円）
327,407 397,887

普通株式の期中平均株式数（株） 2,034,086 2,035,957

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 18,206 19,963

（うち新株予約権（株）） （18,206） （19,963）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高（千円） 3,846,431 7,902,467

税金等調整前中間（当期）純利益（千円） 209,611 530,556

親会社株主に帰属する中間（当期）純利益（千円） 141,615 397,887

１株当たり中間（当期）純利益（円） 69.56 195.43
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（令和６年３月31日）
当事業年度

（令和７年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,789,266 3,199,788

売掛金 872,612 920,097

仕掛品 26,145 3,122

貯蔵品 423 296

前払費用 71,109 70,599

その他 5,015 4,966

貸倒引当金 △36 △38

流動資産合計 3,764,536 4,198,831

固定資産   

有形固定資産   

建物 53,822 47,964

工具、器具及び備品 22,982 20,352

車両運搬具 0 396

有形固定資産合計 76,804 68,712

無形固定資産   

ソフトウエア 10,151 5,950

その他 1,512 1,472

無形固定資産合計 11,664 7,423

投資その他の資産   

投資有価証券 313,813 293,471

関係会社株式 22,168 22,168

長期前払費用 14,910 8,045

繰延税金資産 140,622 169,806

その他 227,211 223,551

貸倒引当金 △13,830 △13,830

投資その他の資産合計 704,896 703,213

固定資産合計 793,365 779,350

資産合計 4,557,902 4,978,181
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  （単位：千円）

 
前事業年度

（令和６年３月31日）
当事業年度

（令和７年３月31日）

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※１ 158,766 ※１ 190,719

未払金 ※１ 90,499 ※１ 102,175

未払費用 164,601 176,587

未払法人税等 56,707 117,939

契約負債 14,198 13,013

預り金 95,030 19,914

賞与引当金 155,050 176,400

その他 87,258 126,385

流動負債合計 822,113 923,137

固定負債   

長期未払金 140,400 140,400

退職給付引当金 486,114 514,976

固定負債合計 626,514 655,376

負債合計 1,448,627 1,578,513

純資産の部   

株主資本   

資本金 404,398 404,398

資本剰余金   

資本準備金 354,398 354,398

資本剰余金合計 354,398 354,398

利益剰余金   

利益準備金 2,500 2,500

その他利益剰余金   

別途積立金 5,000 5,000

繰越利益剰余金 2,143,986 2,452,318

利益剰余金合計 2,151,486 2,459,818

自己株式 △342 △412

株主資本合計 2,909,941 3,218,202

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 199,333 181,465

評価・換算差額等合計 199,333 181,465

純資産合計 3,109,275 3,399,668

負債純資産合計 4,557,902 4,978,181

 

EDINET提出書類

コンピューターマネージメント株式会社(E35466)

有価証券報告書

75/93



②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前事業年度

(自　令和５年４月１日
　至　令和６年３月31日)

 当事業年度
(自　令和６年４月１日
　至　令和７年３月31日)

売上高 6,922,719 7,597,622

売上原価 ※２ 5,276,533 ※２ 5,677,926

売上総利益 1,646,185 1,919,695

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 1,251,306 ※１,※２ 1,424,317

営業利益 394,879 495,378

営業外収益   

受取利息及び配当金 1,955 2,547

助成金収入 5,172 12,913

経営指導料 ※２ 4,800 ※２ 4,800

その他 255 949

営業外収益合計 12,183 21,210

営業外費用   

雑損失 29 39

営業外費用合計 29 39

経常利益 407,032 516,548

税引前当期純利益 407,032 516,548

法人税、住民税及び事業税 116,013 151,485

法人税等調整額 △15,824 △24,707

法人税等合計 100,189 126,777

当期純利益 306,843 389,771
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

当事業年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ労務費  3,422,361 64.7 3,626,845 64.6

Ⅱ製造経費 ※１ 1,866,860 35.3 1,990,937 35.4

当期総製造費用  5,289,221 100.0 5,617,783 100.0

期首仕掛品棚卸高  2,078  26,145  

合計  5,291,300  5,643,928  

期末仕掛品棚卸高  26,145  3,122  

当期製品製造原価  5,265,155  5,640,806  

原価計算の方法

原価計算の方法は、個別原価計算を採用しております。

 

（注）※１．主な内訳は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

当事業年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

外注加工費（千円） 1,694,745 1,811,621

旅費交通費（千円） 16,358 20,817
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　令和５年４月１日　至　令和６年３月31日）

      （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
 別途積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 403,023 353,023 353,023 2,500 5,000 1,908,297 1,915,797

当期変動額        

新株の発行 1,375 1,375 1,375     

剰余金の配当      △71,154 △71,154

当期純利益      306,843 306,843

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

       

当期変動額合計 1,375 1,375 1,375 － － 235,688 235,688

当期末残高 404,398 354,398 354,398 2,500 5,000 2,143,986 2,151,486

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券評価

差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △342 2,671,501 115,615 115,615 2,787,116

当期変動額      

新株の発行  2,751   2,751

剰余金の配当  △71,154   △71,154

当期純利益  306,843   306,843

自己株式の取得  －   －

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

  83,718 83,718 83,718

当期変動額合計 － 238,439 83,718 83,718 322,158

当期末残高 △342 2,909,941 199,333 199,333 3,109,275
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当事業年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日）

      （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
 別途積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 404,398 354,398 354,398 2,500 5,000 2,143,986 2,151,486

当期変動額        

新株の発行        

剰余金の配当      △81,439 △81,439

当期純利益      389,771 389,771

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

       

当期変動額合計 － － － － － 308,331 308,331

当期末残高 404,398 354,398 354,398 2,500 5,000 2,452,318 2,459,818

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券評価

差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △342 2,909,941 199,333 199,333 3,109,275

当期変動額      

新株の発行  －   －

剰余金の配当  △81,439   △81,439

当期純利益  389,771   389,771

自己株式の取得 △70 △70   △70

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

  △17,868 △17,868 △17,868

当期変動額合計 △70 308,261 △17,868 △17,868 290,393

当期末残高 △412 3,218,202 181,465 181,465 3,399,668
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

 

(2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法を採用しております。但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しております。

主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　８年～15年

工具、器具及び備品　３年～15年

 

(2）無形固定資産

自社利用目的のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償

却しております。

 

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

 

(3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

 

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっております。

 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（６年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま

す。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（６

年）による定額法により費用処理しております。
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４．収益及び費用の計上基準

当社の顧客から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する

通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。

(1）派遣契約に係る取引及び準委任契約に係る取引

派遣契約に係る取引及び準委任契約に係る取引につきましては、履行義務は契約期間にわたり労働者及

び技術力を提供することであり、当該履行義務は契約期間にわたり労働時間の経過につれて充足されるこ

とから、収益は当該履行義務が充足される期間において契約に定められた金額を毎月認識しております。

(2）受注制作ソフトウエア開発取引

受注制作ソフトウエア開発取引につきましては、開発したシステムの顧客への引き渡し又は契約上の条

件を充足することにより履行義務が充足されることから、当該時点で顧客との契約に定められた金額に基

づき収益を認識しております。

(3）商品販売取引

商品販売取引につきましては、商品の引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得することか

ら履行義務が充足されますが、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間で

あるため、出荷時点で収益を認識しております。

なお、当社の取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素

は含まれておりません。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処理

の方法と異なっております。

 

（重要な会計上の見積り）

翌事業年度の財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性のある会計上の見積りはありません。

 

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 令和４年10月28日以下「令和４年

改正会計基準」という）等を当事業年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分に関する改正につきましては、令和４年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経

過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による財務諸表への影響はありません。
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（貸借対照表関係）

※１　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか、以下のものがあります。

 
前事業年度

（令和６年３月31日）
当事業年度

（令和７年３月31日）

短期金銭債務 1,350千円 2,698千円

 

（損益計算書関係）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度45.8％、当事業年度46.7％、一般管理費に属する費用のおおよ

その割合は前事業年度54.2％、当事業年度53.3％であります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、以下のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　令和５年４月１日
　　至　令和６年３月31日）

　当事業年度
（自　令和６年４月１日

　　至　令和７年３月31日）

減価償却費 19,266千円 19,491千円

給料及び手当 444,858 515,188

賞与引当金繰入額 18,975 24,595

退職給付費用 18,983 26,134

地代家賃 183,089 188,195

募集費 102,046 74,681

 

※２　関係会社との取引に係るものが、以下のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　令和５年４月１日
至　令和６年３月31日）

当事業年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

営業取引による取引高 41,600千円 32,515千円

営業取引以外の取引高 4,800 4,800

 

（有価証券関係）

前事業年度（令和６年３月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分 当事業年度（千円）

子会社株式 22,168

 

当事業年度（令和７年３月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分 当事業年度（千円）

子会社株式 22,168
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

（令和６年３月31日）
 

当事業年度
（令和７年３月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 47,414千円 53,943千円

未払社会保険料 7,670  8,695

未払事業税 8,777  11,222

未払事業所税 2,462  2,656

敷金及び保証金 9,457  10,952

貸倒引当金 4,240  4,363

退職給付引当金 148,653  161,904

長期未払金 42,934  44,183

その他 4,457  4,240

繰延税金資産小計 276,068  302,163

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △47,638  △49,025

繰延税金資産合計 228,430  253,138

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △87,808  △83,331

繰延税金負債合計 △87,808  △83,331

繰延税金資産の純額 140,622  169,806

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

（令和６年３月31日）
 

当事業年度
（令和７年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3  0.4

住民税均等割 0.7  0.6

税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 －  △0.9

法人税の特別控除額 △6.9  △5.6

その他 △0.1  △0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.6  24.5

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が令和７年３月31日に国会で成立したこと

に伴い、令和８年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりま

した。

これに伴い、令和８年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産

及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。

この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は2,183千円増

加し、法人税等調整額が4,540千円、その他有価証券評価差額金が2,356千円、それぞれ減少しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関

係）」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有　　形

固定資産

建物 53,822 － － 5,857 47,964 34,579

工具、器具及び備品 22,982 8,095 0 10,725 20,352 57,205

車両運搬具 0 679 0 283 396 283

計 76,804 8,774 0 16,866 68,712 92,067

無　　形

固定資産

ソフトウエア 10,151 － － 4,201 5,950 －

その他 1,512 － － 39 1,472 －

計 11,664 － － 4,240 7,423 －

（注）当期増加額のうち主なものは、以下のとおりであります。

工具、器具及び備品　　　　　本社会議室新規備品等　　　　　2,248千円

 

【引当金明細表】

（単位：千円）

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 13,866 38 36 13,868

賞与引当金 155,050 176,400 155,050 176,400

 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定時株主総会 毎事業年度の終了後３か月以内

基準日 毎年３月31日

剰余金の配当の基準日
毎年３月31日

毎年９月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 無料

公告掲載方法

当社の公告は、電子公告により行います。但し、やむを得ない事由により、

電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により

行います。

公告掲載URL　https://www.cmknet.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）１．当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨

を定款に定めております。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 取得請求権付株式の取得を請求する権利

(3) 募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利

２．当社は令和７年５月８日開催の取締役会におきまして、以下の株主優待制度の導入を決議いたしました。

(1) 本制度の対象となる株主様

令和７年９月末の株主名簿に記載または記録された、１単元（100株）以上を保有されている株主様

(2) 株主優待の内容

当社オリジナルQUOカード　10,000円分
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、以下の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度 第43期(自 令和５年４月１日 至 令和６年３月31日) 令和６年６月24日近畿財務局長に提出。

 

(2）内部統制報告書及びその添付書類

事業年度 第43期(自 令和５年４月１日 至 令和６年３月31日) 令和６年６月24日近畿財務局長に提出。

 

(3）半期報告書及び確認書

第44期中(自 令和６年４月１日 至 令和６年９月30日) 令和６年11月８日近畿財務局長に提出。

 

(4）臨時報告書

令和６年６月27日近畿財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。

令和６年９月17日近畿財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書でありま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

 令和７年６月24日

コンピューターマネージメント株式会社  

 取締役会　御中 

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 大阪事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中畑　孝英

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 花谷　徳雄

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるコンピューターマネージメント株式会社の令和６年４月１日から令和７年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、コン

ピューターマネージメント株式会社及び連結子会社の令和７年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

受注制作ソフトウエア開発取引に関する売上高の期間帰属の適切性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

コンピューターマネージメント株式会社の連結損益計算

書に計上されている売上高7,902,467千円には、コン

ピューターマネージメント株式会社で計上されている受注

制作ソフトウエア開発取引に係る売上高464,574千円が含

まれており、連結売上高の5.9％を占めている。

連結財務諸表注記「（連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項）４.会計方針に関する事項 (5)重要な収

益及び費用の計上基準」 に記載のとおり、受注制作ソフ

トウエア開発取引については、開発したシステムの顧客へ

の引き渡し又は契約上の条件を充足することにより履行義

務が充足されることから、当該時点で顧客との契約に定め

られた金額に基づき売上高が認識される。なお、当連結会

計年度の受注制作ソフトウエア開発取引は、顧客への引き

渡しが完了したと判断される時点で売上高が認識されてい

る。

受注制作ソフトウエア開発取引については、以下の理由

から、顧客への引き渡しが未了であるにもかかわらず、売

上が前倒し計上されるリスクが存在する。

●　高い成長性及び収益性の確保を経営上の目標としてい

るため、予算達成へのプレッシャーを感じる可能性が

ある。

●　各受注制作ソフトウエア開発案件の責任者は、納期ど

おりに完成させて納品するというプレッシャーを感じ

る可能性がある。

●　受注制作ソフトウエア開発取引に係る売上について

は、無形資産の販売であり、顧客への引き渡し時期が

不明瞭であるため、引き渡し未了の案件が売上計上さ

れる可能性がある。

以上から、当監査法人は、受注制作ソフトウエア開発取

引に関する売上高の期間帰属の適切性の検討が、当連結会

計年度の連結財務諸表監査において特に重要であり、「監

査上の主要な検討事項」に該当すると判断した。

当監査法人は、受注制作ソフトウエア開発取引に関す

る売上高の期間帰属の適切性を検討するため、主に以下

の監査手続を実施した。

(1）内部統制の評価

コンピューターマネージメント株式会社の受注制作ソ

フトウエア開発取引に関する売上高の認識プロセスに関

連する内部統制の整備及び運用状況の有効性を評価し

た。評価に当たっては、特に以下に焦点を当てた。

●　各拠点の部所長及び管理部責任者が、顧客からの検

収書の内容及び検収完了日付が適切か否かを確認

し、承認する統制

(2）適切な期間に売上計上されているか否かの検討

売上高が適切な会計期間に認識されているか否かを検

討するため、各部所の売上高の予算達成状況、前期から

の増加状況、各案件の決算月での売上計上状況等を踏ま

えて例外取引に該当する可能性があるとして抽出した取

引について、以下を含む監査手続を実施した。

●　顧客からの検収書に記載の日付と売上計上日付とを

照合した。

●　当連結会計年度末日付で、売掛金の残高確認書を当

監査法人が直接入手し、帳簿残高と一致しているか

否かを確認した。

 
 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
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経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい

ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査閲に

関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、コンピューターマネージメン

ト株式会社の令和７年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、コンピューターマネージメント株式会社が令和７年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、内

部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。

監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等 (３)【監査の状

況】に記載されている。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 令和７年６月24日

コンピューターマネージメント株式会社  

 取締役会　御中 

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 大阪事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中畑　孝英

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 花谷　徳雄

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるコンピューターマネージメント株式会社の令和６年４月１日から令和７年３月31日までの第44期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につい

て監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、コン

ピューターマネージメント株式会社の令和７年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

受注制作ソフトウエア開発取引に関する売上高の期間帰属の適切性

個別財務諸表の監査報告書で記載すべき監査上の主要な検討事項「受注制作ソフトウエア開発取引に関する売上高の

期間帰属の適切性」は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項「受注制作ソフトウエア

開発取引に関する売上高の期間帰属の適切性」と実質的に同一の内容である。このため、個別財務諸表の監査報告書で

は、これに関する記載を省略する。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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